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令和６年度鳥取地方最低賃金審議会委員による事業場視察について（概要）

鳥取県最低賃金の改正審議に資するための書面による意見聴取実施要領（案）

最低賃金の大幅引上げと全国一律最低賃金制実現を求める要請（全国労働組合総連合中国ブ
ロック協議会・鳥取県労働組合総連合）

令和６年度「最低賃金に関する基礎調査」の概要、最低賃金に関する基礎調査対象産業表

鳥取県最低賃金額と全国加重平均最低賃金額等の推移（平成26年～令和5年）

令和5年度地域別最低賃金額及び業務改善助成金の周知・広報の実施結果等の報告

最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果推移表（鳥取県・全国）

---事業の賃金支払能力---

鳥取県内の経済情勢（令和６年４月）（財務省中国財務局鳥取財務事務所）

鳥取県の経済動向（R5.12～R6.6）、鳥取県内の経済情勢（R6.1、R6.4）

鳥取県企業経営者見通し調査（令和６年第２回）（鳥取県）

法人企業景気予測調査結果（令和６年４月～６月期調査）（財務省中国財務局鳥取財務事務
所）

鳥取県　企業の休廃業・解散動向調査（2023年）（㈱帝国データバンク鳥取支店）

---労働者の賃金---

毎月勤労統計調査（全国・鳥取県）

令和６年　春季賃上げ　各集計機関別集計状況

鳥取地方最低賃金審議会運営規程

年度別最低賃金改正一覧表

---労働者の生計費---

鳥取県　費目別・世帯人員別標準生計費・費目別標準生計費（鳥取県）

消費者物価指数　全国・中国地方県庁所在地別総合指数、鳥取市10大費目指数

第544回（令和６年度第１回）
鳥取地方最低賃金審議会

（令和６年７月１日）
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第５７期鳥取地方最低賃金審議会委員名簿 

任期：令和５年４月１日～令和７年３月３１日 
令和６年６月２６日現在（五十音順） 

 
区分 

ふりがな

氏  名 現     職 

公 
 
益 

 

代 
 
表 

 石川
いしかわ

 真澄
ま す み

  公立鳥取環境大学経営学部 副学長補佐 

 植木
う え き

  洋
ひろし

 鳥取短期大学生活学科 准教授 

 佐藤
さ と う

 匡
まさし

 国立大学法人鳥取大学地域学部 准教授 

道前
どうまえ

 緑
みどり

 鳥取短期大学生活学科 教授 

なか

中
の

野 
さとし

聡  特定社会保険労務士 

労 
 
働 

 
者 

 

代 
 
表 

 
かわむら

河村 
まさゆき

正之   日本労働組合総連合会鳥取県連合会 事務局長 

北畑
きたばたけ

 仁史
ひ と し

  ＵＡゼンセン鳥取県支部 支部長 

 寺田
て ら だ

 真里
ま り

 日本労働組合総連合会鳥取県連合会 副事務局長 

 森
もり

 由
ゆ

香里
か り

 フード連合山陰地区協議会 事務局長 

 
やまさき

山崎  
まこと

睦   全日本運輸産業労働組合鳥取県連合会 執行委員長 

使 
 

用 
 
者 

 
代 

 

表 

 池谷
いけたに

 勇
ゆう

治
じ

  鳥取県商工会連合会 理事 

 西村
にしむら

 知巳
と も み

  鳥取県経営者協会 専務理事 

 
はなばら

花原 
ひであき

秀明 一般社団法人Ｈ＆Ｃ 代表理事 

 福嶋
ふくしま

  登美子
と み こ

 鳥取商工会議所 女性会 理事 

米原
よねはら

  正明
まさあき

 鳥取県中小企業団体中央会 副会長 

 

1

okamuromk
フリーテキスト
資料No.１



鳥取地方最低賃金審議会運営規程 

昭和３４年７月２０日       

（鳥取地方最低賃金審議会第１回会議にて議決） 

（規程の目的） 

第１条 この規程は、鳥取地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営に関

し、最低賃金法及び最低賃金審議会令に定めるもののほか、必要な事項について定めるも

のである。 

 

（会議の招集） 

第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、鳥取

労働局長(以下「局長」という。）、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員
及び公益代表委員各１人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集する。 

２ 前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議事項及

び希望期日を少なくとも当該期日の１週間前までに、会長に通知しなければならない。 

３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少なくとも

３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に通知するもの

とする。 

 

（小委員会） 

第３条 会長は、審議会の議決により、特定の議案について事実の調査をし、又は細目にわ

たる審議を行うため、委員を指名して小委員会を設けることができる。 

 

（テレビ会議システムによる委員の出席、病気等による委員の欠席） 

第４条 委員は、会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送

受信により相手の状態を相互に認識しながら通話することができるシステムをいう。次項

において同じ。）を利用する方法によって会議に出席することができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議会令第５条第２項及び

第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 
３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を会長に通知

しなければならない。 
４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ会長に通知し

なければならない。 

 

（会議の議事） 

第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受けるものとする。 

３ 審議会は、会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聴くこと

ができる。 
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（会議の公開） 

第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に

支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれ

がある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある場合には、会長は、会議を非公開とすることができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をとる

ことができる。 

３ 公開については、別に定める鳥取地方最低賃金審議会の会議公開事務処理要領によるも

のとする。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を会長及び会長の指名した労働者代表委員並びに使

用者代表委員の各１人の確認を得たうえで作成するものとする。 

２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開する。ただし、公開することにより、個人情

報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害さ

れるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがある場合には、会長は、議事録及び会議の資料の全部又は一部を非公開とす

ることができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

４ 前３項の規程は、小委員会について準用する。 

 

（意見及び建議の提出） 

第８条 会長は、審議会において議決を行ったときは、答申書、建議書又は議決書を局長に

提出するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

附 則 （平成８年３月２９日） 

  第６条から第８条までの改正規程は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 （平成９年１２月１５日） 

  第７条第２項の改正規程は、平成９年１２月１５日から施行する。 

附 則 （平成１３年５月９日） 

  第１条、第２条、第５条から第８条までの改正規程は、平成１３年５月９日から施行す

る。 

附 則 （平成１６年８月２４日） 

  第６条、第７条の改正規程は、平成１６年９月１０日から施行する。 
附 則 （平成２２年７月５日） 
  第１条から第８条までの改正規程は、平成２２年７月５日から施行する。 

3



附 則 （令和４年３月１１日） 
  第１条、第４条、第６条及び第７条の改正規程は、令和４年４月１日から施行する。 
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令
和
5
年

令
和
3
年

令
和
4
年

令
和
5
年

令
和
3
年
令
和
4
年
令
和
5
年

2
7
,
6
3
0

2
7
,
3
6
0

2
8
,
4
6
0

4
4
,
2
9
0

3
4
,
7
0
0

2
8
,
7
1
0

5
1
,
7
3
0

4
4
,
3
9
0

4
5
,
2
0
0

5
9
,
1
7
0

5
4
,
1
6
0

6
1
,
6
8
0
6
6
,
6
1
0

6
3
,
8
5
0

7
8
,
1
7
0

4
0
,
6
5
0
3
9
,
9
4
0

3
9
,
4
2
0

4
9
,
5
0
0

7
0
,
8
4
0

4
1
,
9
2
0

4
2
,
6
2
0

5
6
,
5
4
0

3
8
,
0
8
0

3
5
,
7
5
0

4
2
,
2
3
0

3
4
,
2
8
0
2
8
,
8
8
0
2
7
,
9
2
0
3
0
,
4
3
0

3
,
6
8
0

3
,
3
2
0

3
,
2
8
0

4
,
1
4
0

2
,
2
9
0

2
,
2
3
0

5
,
1
8
0

3
,
5
9
0

3
,
6
1
0

6
,
2
3
0

4
,
8
8
0

4
,
9
9
0

7
,
2
7
0

6
,
1
7
0

6
,
3
6
0

1
6
,
6
7
0
1
5
,
4
2
0

1
7
,
6
5
0

3
6
,
0
0
0

2
5
,
3
2
0

1
8
,
3
5
0

4
4
,
6
2
0

3
6
,
4
1
0

3
5
,
1
5
0

5
3
,
2
4
0

4
7
,
5
0
0

5
1
,
9
6
0
6
1
,
8
7
0
5
8
,
6
9
0
6
8
,
7
6
0

9
,
9
6
0

7
,
2
6
0

8
,
5
1
0

2
9
,
3
3
0

1
3
,
4
2
0

9
,
9
4
0

2
8
,
6
8
0

1
5
,
9
5
0

1
3
,
8
0
0

2
8
,
0
4
0

1
8
,
4
8
0

1
7
,
6
9
0
2
7
,
3
9
0

2
1
,
0
1
0

2
1
,
5
9
0

9
8
,
5
9
0
9
3
,
3
0
0
9
7
,
3
2
0
1
6
3
,
2
6
0
1
4
6
,
5
7
0
1
0
1
,
1
5
0
1
7
2
,
8
3
0
1
5
6
,
8
8
0
1
3
5
,
8
4
0
1
8
2
,
4
3
0
1
6
7
,
2
5
0
1
7
0
,
6
0
0
1
9
2
,
0
2
0
1
7
7
,
6
4
0
2
0
5
,
3
1
0

（
注
意
）

1
上
記
表
の
数
値
は
、
鳥
取
県
人
事
委
員
会
に
よ
る
「
職
員
の
給
与
に
関
す
る
報
告
及
び
勧
告
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
報
告
」
の
資
料
の
う
ち
、
生
計
費
関
係
資
料
記
載
の
デ
ー
タ
を
用
い
た
。

2 3

鳥
取
県
　
費
目
別
・
世
帯
人
員
別
標
準
生
計
費
　
（
令
和
３
年
、
令
和
４
年
、
令
和
５
年
）

世
帯
人
員

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人

費
目
別
、
世
帯
人
員
別
標
準
生
計
費
の
算
定

　
２
～
５
人
世
帯
に
つ
い
て
は
、
「
家
計
調
査
」
（
総
務
省
）
に
お
け
る
鳥
取
市
の
調
査
結
果
（
全
世
帯
・
令
和
３
年
４
月
分
、
令
和
４
年
４
月
分
、
令
和
５
年
４
月
分
）
に
基
づ
く

費
目
別
平
均
支
出
金
額
（
４
人
世
帯
の
1
か
月
当
た
り
の
支
出
金
額
に
調
整
し
た
も
の
）
に
、
費
目
別
、
世
帯
人
員
別
生
計
費
換
算
乗
数
を
乗
じ
て
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
１
人
世
帯
に
つ
い
て
は
、
全
国
の
１
人
世
帯
の
費
目
別
標
準
生
計
費
に
、
全
国
の
費
目
別
平
均
支
出
金
額
に
対
す
る
鳥
取
県
の
同
支
出
金
額
の
割
合
を
乗
じ
て
求
め
ら
れ
て
い
る
。

標
準
生
計
費
の
費
目

 
標
準
生
計
費
は
、
次
の
費
目
に
分
類
し
て
算
定
し
て
い
る
が
、
各
費
目
の
内
容
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
掲
げ
る
家
計
調
査
等
の
大
分
類
項
目
に
対
応
す
る
。

　 　
　
食
料
費
…
…
…
…
…
食
料

　
　
住
居
関
係
費
…
…
…
住
居
、
光
熱
・
水
道
及
び
家
具
・
家
事
用
品

　
　
被
服
・
履
物
費
…
…
被
服
及
び
履
物

　
　
雑
費
Ⅰ
…
…
…
…
…
保
健
医
療
、
交
通
・
通
信
、
教
育
及
び
教
養
娯
楽

　
　
雑
費
Ⅱ
…
…
…
…
…
そ
の
他
の
消
費
支
出
（
諸
雑
費
、
こ
づ
か
い
、
交
際
費
及
び
仕
送
り
金
）

食
 
 
料
 
 
費

雑
 
 
費
 
 
Ⅰ

雑
 
 
費
 
 
Ⅱ

計

住
居
関
係
費

被
服
･
履
物
費
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費
目
別
標
準
生
計
費
（
鳥
取
県
）

１
人
世
帯

標
準
生
計
費

食
料
費

住
居
関
係
費

被
服
・
履
物
費

雑
費
Ⅰ

雑
費
Ⅱ

合
計
①

非
消
費
支
出
の
消

費
支
出
に
対
す
る

割
合
②

負
担
費
修
正
値

①
×
（
1
+
②
）

令
和
元
年
(
2
0
1
9
年
）

2
5
,
1
6
0

5
2
,
4
0
0

2
,
1
5
0

2
2
,
7
9
0

6
,
5
0
0

1
0
9
,
0
0
0

0
.
3
3
8

1
4
5
,
8
5
6

令
和
２
年
(
2
0
2
0
年
）

2
3
,
7
4
0

4
7
,
1
4
0

1
,
3
5
0

2
6
,
2
8
0

9
,
0
3
0

1
0
7
,
5
4
0

0
.
3
6
3

1
4
6
,
5
3
7

令
和
３
年
(
2
0
2
1
年
）

2
7
,
6
3
0

4
0
,
6
5
0

3
,
6
8
0

1
6
,
6
7
0

9
,
9
6
0

9
8
,
5
9
0

0
.
3
6
4

1
3
4
,
4
7
3

令
和
４
年
(
2
0
2
2
年
）

2
7
,
3
6
0

3
9
,
9
4
0

3
,
3
2
0

1
5
,
4
2
0

7
,
2
6
0

9
3
,
3
0
0

0
.
3
6
4

1
2
7
,
2
7
0

令
和
５
年
(
2
0
2
3
年
）

2
8
,
4
6
0

3
9
,
4
2
0

3
,
2
8
0

1
7
,
6
5
0

8
,
5
1
0

9
7
,
3
2
0

0
.
3
4
9

1
3
1
,
2
6
9

５
年
平
均

（
令
和
元
年
～
令
和
５
年
）

2
6
,
4
7
0

4
3
,
9
1
0

2
,
7
5
6

1
9
,
7
6
2

8
,
2
5
2

1
0
1
,
1
5
0

1
3
7
,
0
8
1

※
本
表
の
基
に
な
る
標
準
生
計
費
に
は
、
税
金
・
社
会
保
険
料
の
支
払
い
に
係
る
非
消
費
支
出
を
含
ん
で
い
な
い
が
、
賃
金
と
比
較
す
る
う
え
で
非
消
費
支
出
分
を
推
計
加
算
す
る
必

要
が
あ
る
た
め
、
各
年
の
総
務
省
統
計
局
「
家
計
調
査
」
の
全
国
平
均
の
非
消
費
支
出
の
消
費
支
出
に
対
す
る
割
合
（
非
消
費
支
出
÷
消
費
支
出
×
1
0
0
）
を
標
準
生
計
費
に
乗
じ

た
数
値
で
非
消
費
支
出
を
推
計
し
、
標
準
生
計
費
に
、
こ
の
非
消
費
支
出
を
含
ん
だ
負
担
費
修
正
値
と
し
て
算
出
し
た
。

（
注
）
３
　
費
目
別
、
世
帯
人
員
別
標
準
生
計
費
の
算
定

　
　
　
　
　
 
 
１
人
世
帯
に
つ
い
て
、
全
国
の
１
人
世
帯
の
費
目
別
標
準
生
計
費
に
、
全
国
の
費
目
別
平
均
支
出
金
額
に
対
す
る
鳥
取
県
の
同
支
出
金
額
の
割
合
を
乗
じ
て
求
め
ら
れ
て
い
る
。

 　
　
　
４
　
標
準
生
計
費
の
費
目

　
　
　
　
　
 
 
標
準
生
計
費
は
、
次
の
費
目
に
分
類
し
て
算
定
し
て
い
る
が
、
各
費
目
の
内
容
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
掲
げ
る
家
計
調
査
等
の
大
分
類
項
目
に
対
応
す
る
。

　 　
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
食
料
費
…
…
…
…
…
食
料

　
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
住
居
関
係
費
…
…
…
住
居
、
光
熱
・
水
道
及
び
家
具
・
家
事
用
品

　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
　
被
服
・
履
物
費
…
…
被
服
及
び
履
物

　
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
雑
費
Ⅰ
…
…
…
…
…
保
健
医
療
、
交
通
・
通
信
、
教
育
及
び
教
養
娯
楽

　
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
雑
費
Ⅱ
…
…
…
…
…
そ
の
他
の
消
費
支
出
（
諸
雑
費
、
こ
づ
か
い
、
交
際
費
及
び
仕
送
り
金
）

（
注
）
２
　
②
の
数
値
は
総
務
省
統
計
局
「
家
計
調
査
」
よ
り
、
負
担
費
修
正
値
は
鳥
取
労
働
局
労
働
基
準
部
賃
金
室
が
算
出
し
た
。

（
注
）
１
　
②
及
び
負
担
費
補
正
値
を
除
く
数
値
は
、
鳥
取
県
人
事
委
員
会
に
よ
る
「
職
員
の
給
与
に
関
す
る
報
告
及
び
勧
告
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
報
告
」
の
資
料
の
う
ち
、
生
計
費
関
係
資
料
記
載
の
デ
ー
タ
を
用
い
た
。

8



令和2年（2020年）＝100

前年 前年 前年
年   月 (同月) 前月比 (同月) 前月比 (同月) 前月比

比 比 比
（％） （％） （％） （％） （％） （％）

令和1年 100.0 0.5 100.4 0.5 100.7 0.3
2 100.0 0.0 100.0 -0.4 100.0 -0.6
3 99.8 -0.2 99.3 -0.7 99.9 -0.1
4 102.3 2.5 101.9 2.6 102.1 2.2
5 105.6 3.2 105.6 3.6 105.3 3.2

R5/4 105.1 3.5 0.6 105.1 4.0 0.7 105.2 4.0 0.5
5 105.1 3.2 0.1 105.1 3.8 0.0 105.0 3.4 -0.2
6 105.2 3.3 0.1 105.3 4.3 0.2 105.1 3.1 0.0

7 105.7 3.3 0.5 105.8 4.0 0.5 105.5 3.1 0.4
8 105.9 3.2 0.3 106.1 3.5 0.3 104.7 1.9 -0.8
9 106.2 3.0 0.3 105.9 2.9 -0.1 104.8 1.4 0.1
10 107.1 3.3 0.9 106.9 3.2 0.9 106.5 3.8 1.6
11 106.9 2.8 -0.2 106.7 2.7 -0.2 106.4 3.5 -0.1
12 106.8 2.6 -0.1 107.0 2.7 0.3 106.7 2.1 0.2

Ｒ6/1 106.9 2.2 0.1 107.4 2.5 0.4 106.6 1.5 -0.1
2 106.9 2.8 0.0 107.2 3.0 -0.2 106.5 2.5 -0.1
3 107.2 2.7 0.3 107.3 2.8 0.1 106.8 2.0 0.2
4 107.7 2.5 0.4 107.5 2.2 0.2 107.6 2.3 0.8

前年 前年 前年
年   月 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比

比 比 比
（％） （％） （％） （％） （％） （％）

令和1年 99.9 0.0 99.8 0.1 99.8 0.9
2 100.0 0.1 100.0 0.2 100.0 0.2
3 99.9 -0.1 99.6 -0.4 100.2 0.2
4 102.0 2.1 102.3 2.7 102.9 2.7
5 105.2 3.1 105.6 3.3 106.2 3.2

R5/4 104.7 3.7 0.5 105.1 3.8 0.6 105.6 3.6 0.5
5 104.8 3.2 0.1 105.1 2.9 0.0 105.8 3.6 0.2
6 104.9 3.1 0.1 105.3 3.1 0.1 105.8 3.2 0.0

7 105.3 3.2 0.4 105.7 3.1 0.4 106.2 3.1 0.4
8 105.7 3.3 0.3 106.2 3.1 0.5 106.3 2.9 0.1
9 105.8 2.9 0.1 106.2 2.9 0.0 106.7 2.7 0.3
10 106.2 2.8 0.5 107.1 3.0 0.9 107.5 2.7 0.8
11 106.3 2.0 0.0 106.7 2.5 -0.4 107.6 2.8 0.1
12 106.0 1.7 -0.3 106.7 2.2 -0.1 107.4 2.2 -0.2

Ｒ6/1 105.9 1.3 0.0 107.1 2.1 0.4 107.6 1.8 0.2
2 105.8 2.1 -0.1 106.7 2.3 -0.4 107.4 2.5 -0.1
3 106.0 1.8 0.2 106.8 2.2 0.1 107.5 2.3 0.0
4 106.6 1.8 0.5 107.2 2.0 0.4 108.2 2.5 0.7

 

山  　口  　市広 　 島  　市岡 　 山  　市

全国･中国地方県庁所在地別総合指数

全　　　　国 鳥　  取  　市 松　  江  　市

指 数 指 数 指 数
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前年 前年 前年 前年 前年 前年 前年

年月 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比

比 比 比 比 比 比 比

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

ｳｪｲﾄ

Ｒ1年 100.4 0.5 98.5 1.3 100.4 0.2 102.6 2.3 98.5 2.9 97.0 0.0 100.0 0.4

2年 100.0 -0.4 100.0 1.5 100.0 -0.4 100.0 -2.6 100.0 1.6 100.0 3.1 100.0 0.0

3年 99.3 -0.7 99.8 -0.2 99.6 -0.4 101.8 1.8 100.8 0.8 99.7 -0.3 97.9 -2.1

4年 101.9 2.6 104.6 4.7 100.6 1.0 117.1 15.1 101.8 1.0 101.5 1.8 96.8 -1.1

5年 105.6 3.6 113.5 8.5 102.4 1.8 109.6 -6.4 111.6 9.6 104.0 2.5 98.9 2.2

R5/4 105.1 4.0 0.7 112.4 10.1 1.2 102.5 2.2 1.0 111.9 -2.0 0.2 110.9 8.8 0.0 103.5 1.6 1.0 98.6 1.9 -0.2

５ 105.1 3.8 0.0 113.1 9.7 0.6 102.5 2.1 0.0 106.6 -7.0 -4.7 113.0 11.1 1.9 104.0 2.6 0.5 98.4 1.6 -0.2

６ 105.3 4.3 0.2 112.9 9.9 -0.2 102.3 2.0 -0.2 110.2 -4.2 3.4 113.5 12.4 0.4 103.7 2.0 -0.3 99.2 2.6 0.8

７ 105.8 4.0 0.5 113.8 10.1 0.8 102.4 1.3 0.0 108.1 -7.2 -1.9 111.4 11.3 -1.8 103.8 2.2 0.1 99.0 2.1 -0.2

８ 106.1 3.5 0.3 114.3 8.5 0.4 102.4 1.4 0.0 105.7 -10.3 -2.2 110.4 8.7 -0.9 101.6 0.8 -2.1 98.9 2.5 -0.1

９ 105.9 2.9 -0.1 114.8 8.1 0.5 102.5 1.5 0.1 101.1 -15.9 -4.3 109.8 6.4 -0.5 105.2 2.1 3.6 99.6 3.0 0.7

10 106.9 3.2 0.9 116.2 7.4 1.2 102.8 1.5 0.3 107.3 -12.3 6.1 115.8 11.6 5.5 106.0 3.2 0.8 99.9 3.1 0.3

11 106.7 2.7 -0.2 115.6 6.7 -0.5 102.8 1.5 0.0 107.2 -13.6 -0.1 114.8 8.8 -0.9 106.2 2.1 0.2 100.0 2.6 0.1

12 107.0 2.7 0.3 116.3 6.8 0.6 104.2 2.7 1.4 106.4 -15.4 -0.7 113.7 7.9 -0.9 106.2 2.3 -0.1 99.5 2.4 -0.4

Ｒ6/1 107.4 2.5 0.4 116.7 5.5 0.4 104.9 3.3 0.7 105.5 -16.8 -0.9 114.0 6.3 0.3 105.7 3.5 -0.5 100.3 3.4 0.8

２ 107.2 3.0 -0.2 116.1 4.7 -0.5 104.9 3.3 0.0 105.9 -5.9 0.4 111.7 4.1 -2.0 105.0 1.9 -0.6 100.0 2.2 -0.3

３ 107.3 2.8 0.1 116.4 4.8 0.3 103.9 2.3 -1.0 106.7 -4.4 0.7 111.4 0.4 -0.3 103.5 1.0 -1.4 100.3 1.5 0.2

4 107.5 2.2 0.2 116.2 3.3 -0.2 103.9 1.4 0.1 106.1 -5.1 -0.6 113.8 2.6 2.2 106.1 2.6 2.5 99.7 1.1 -0.6

前年 前年 前年 前年 前年 前年

年月 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比 指 数 (同月) 前月比

比 比 比 比 比 比

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

ｳｪｲﾄ

Ｒ1年 100.7 -1.0 108.2 -1.4 100.6 1.0 106.4 -1.8 100.7 0.6 100.2 0.6

2年 100.0 -0.6 100.0 -7.5 100.0 -0.6 100.0 -6.0 100.0 -0.7 100.0 -0.2

3年 95.9 -4.1 100.0 0.0 100.6 0.6 101.5 1.5 99.2 -0.8 98.6 -1.4

4年 95.0 -1.0 99.4 -0.6 102.1 1.5 103.0 1.4 101.6 2.4 99.6 1.0

5年 97.4 2.5 98.7 -0.6 107.2 5.1 104.5 1.5 105.2 3.5 104.0 4.4

R5/4 96.3 1.6 0.3 99.2 -1.0 0.1 106.2 3.1 0.9 104.3 1.5 0.4 104.9 3.9 0.8 103.6 4.7 0.8

５ 96.5 2.3 0.3 98.5 -0.5 -0.6 107.0 3.7 0.7 104.3 1.6 0.0 104.8 3.8 0.0 103.9 5.0 0.4

６ 96.8 2.6 0.2 98.5 -0.5 0.0 106.0 4.4 -0.9 104.2 2.0 -0.1 105.2 4.2 0.4 104.0 5.1 0.1

７ 98.1 2.5 1.4 98.5 -0.5 0.0 108.3 5.9 2.1 104.4 1.4 0.1 105.5 3.7 0.2 104.4 4.8 0.4

８ 99.2 3.7 1.1 98.5 -0.5 0.0 110.4 6.0 2.0 104.7 1.9 0.3 105.6 3.4 0.1 104.5 4.4 0.1

９ 99.0 3.8 -0.1 98.5 -0.5 0.0 109.3 6.2 -1.0 105.3 1.7 0.6 105.3 2.7 -0.2 104.6 4.2 0.1

10 98.5 3.2 -0.5 98.5 -0.5 0.0 109.5 6.1 0.1 105.1 1.6 -0.2 106.2 2.9 0.9 105.3 4.3 0.7

11 98.5 3.0 0.0 98.5 -0.5 0.0 108.9 6.8 -0.5 105.4 1.4 0.3 106.2 2.5 -0.1 105.2 3.9 -0.1

12 98.4 2.6 0.0 98.5 -0.5 0.0 109.1 7.4 0.1 105.0 1.1 -0.4 106.5 2.4 0.3 105.6 4.1 0.4

Ｒ6/1 98.8 3.4 0.4 98.6 -0.5 0.1 110.4 6.9 1.2 105.0 1.0 0.0 106.7 2.3 0.2 105.9 4.1 0.3

２ 98.6 3.2 -0.2 98.6 -0.5 0.0 111.0 7.1 0.6 105.1 0.9 0.1 106.6 3.0 -0.1 105.9 3.8 -0.1

３ 98.7 2.9 0.2 98.6 -0.5 0.0 112.6 7.0 1.4 105.2 1.2 0.1 106.7 2.5 0.1 105.8 3.0 0.0

4 99.0 2.9 0.3 100.5 1.3 1.9 113.4 6.7 0.6 105.3 1.0 0.2 106.9 2.0 0.2 106.1 2.5 0.3

令和２年（２０２０年）＝１００

保  健  医  療

433

1910 170 917

38810000

諸   雑   費交 通 ・ 通 信

348

9606645

1888 702

生鮮食品を除く総合
生鮮食品及びエネル
ギーを除く総合

8816

鳥 取 市 １０ 大 費 目 指 数

教  養  娯  楽

家具・家事用品 被服 及び 履物総       合 食       料 住       居 光 熱 ・ 水 道

2600

教       育
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毎
月
勤
労
統
計
（
全
国
）
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
関
係
時
系
列
表

労
働
時
間

労
働
時
間

き
ま
っ
て

支
給
す
る

給
与
額

き
ま
っ
て
支
給

す
る
給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

総
実
労
働

時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

き
ま
っ
て

支
給
す
る

給
与
額

き
ま
っ
て
支
給

す
る
給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

総
実
労
働

時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

2
6
4
,1
8
0

1
0
0
.7

△
 0
.2

1
0
2
.9

9
9
.8

3
1
.5
3

2
9
6
,0
6
4

1
0
1
.0

0
.1

1
0
2
.9

9
8
.9

2
5
.5
9

2
6
2
,3
2
5

1
0
0
.0

△
 0
.7

1
0
0
.0

1
0
0
.0

3
1
.1
3

2
9
3
,0
5
6

1
0
0
.0

△
 1
.1

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
5
.2
8

2
6
3
,7
3
9

1
0
0
.5

0
.5

1
0
0
.7

1
0
0
.5

3
1
.2
8

2
9
6
,6
5
2

1
0
1
.2

1
.2

1
0
1
.4

1
0
0
.3

2
5
.0
5

2
6
7
,4
6
1

1
0
1
.9

1
.4

1
0
0
.8

1
0
1
.3

3
1
.6
0

3
0
3
,4
9
6

1
0
3
.6

2
.4

1
0
2
.0

9
9
.7

2
4
.5
3

2
7
0
,2
2
9

1
0
3
.0

1
.1

1
0
0
.9

1
0
3
.1

3
2
.2
4

2
0
8
,4
3
6

1
0
5
.3

1
.6

1
0
2
.4

1
0
0
.4

2
4
.6
8

5
年
1
月

2
6
5
,8
7
4

1
0
1
.4

0
.9

9
4
.7

1
0
2
.0

3
2
.0
8

3
0
3
,8
7
4

1
0
3
.7

1
.7

9
6
.7

9
9
.8

2
4
.5
4

5
年
2
月

2
6
6
,1
6
0

1
0
1
.5

0
.9

9
8
.7

1
0
1
.8

3
2
.2
2

3
0
3
,5
2
6

1
0
3
.6

1
.4

9
9
.5

9
9
.6

2
4
.7
1

5
年
3
月

2
6
8
,9
7
9

1
0
2
.5

0
.5

1
0
2
.1

1
0
1
.3

3
2
.2
0

3
0
6
,8
1
9

1
0
4
.7

1
.0

1
0
3
.8

9
8
.8

2
4
.6
5

5
年
4
月

2
7
2
,9
1
8

1
0
4
.0

0
.8

1
0
4
.2

1
0
2
.7

3
1
.6
7

3
1
0
,8
6
7

1
0
6
.1

1
.0

1
0
5
.6

1
0
0
.5

2
4
.2
9

5
年
5
月

2
7
0
,1
3
2

1
0
3
.0

1
.6

9
8
.9

1
0
3
.0

3
1
.8
1

3
0
7
,6
7
4

1
0
5
.0

2
.1

1
0
0
.4

1
0
0
.7

2
4
.4
1

5
年
6
月

2
7
1
,9
6
8

1
0
3
.7

1
.4

1
0
5
.4

1
0
3
.5

3
2
.0
1

3
0
9
,4
9
5

1
0
5
.6

1
.8

1
0
6
.6

1
0
0
.7

2
4
.6
6

5
年
7
月

2
7
1
,5
4
0

1
0
3
.5

1
.3

1
0
2
.6

1
0
3
.7

3
2
.2
1

3
0
9
,8
3
7

1
0
5
.7

2
.0

1
0
4
.2

1
0
0
.8

2
4
.6
4

5
年
8
月

2
6
9
,2
1
5

1
0
2
.6

1
.2

9
7
.6

1
0
3
.6

3
2
.2
4

3
0
7
,3
2
5

1
0
4
.9

1
.8

9
9
.2

1
0
0
.6

2
4
.7
1

5
年
9
月

2
7
0
,1
9
2

1
0
3
.0

0
.9

1
0
1
.0

1
0
3
.7

3
2
.4
3

3
0
8
,6
0
0

1
0
5
.3

1
.5

1
0
2
.1

1
0
0
.6

2
4
.7
8

5
年
1
0
月

2
7
1
,9
5
5

1
0
3
.7

1
.2

1
0
2
.4

1
0
3
.9

3
2
.5
0

3
1
1
,0
1
1

1
0
6
.1

1
.8

1
0
4
.3

1
0
0
.6

2
4
.6
8

5
年
1
1
月

2
7
1
,7
8
5

1
0
3
.6

1
.0

1
0
2
.4

1
0
4
.2

3
2
.6
8

3
1
0
,9
3
6

1
0
6
.1

1
.7

1
0
4
.2

1
0
0
.9

2
4
.9
7

5
年
1
2
月

2
7
1
,9
0
4

1
0
3
.7

1
.2

1
0
0
.7

1
0
4
.3

3
2
.8
2

3
1
1
,1
6
7

1
0
6
.2

1
.7

1
0
2
.1

1
0
1
.0

2
5
.0
9

6
年
1
月

2
7
4
,7
7
0

1
0
4
.7

1
.1

9
5
.3

1
0
3
.2

3
0
.8
8

3
0
6
,3
2
3

1
0
4
.5

1
.2

9
6
.1

1
0
0
.7

2
4
.9
8

6
年
2
月

2
7
6
,2
3
0

1
0
5
.3

1
.5

9
9
.6

1
0
3
.1

3
0
.9
2

3
0
8
,0
6
2

1
0
5
.1

1
.9

9
9
.5

1
0
0
.6

2
4
.8
5

6
年
3
月

2
7
9
,2
3
1

1
0
6
.4

1
.5

1
0
0
.9

1
0
2
.7

3
0
.9
3

3
1
2
,1
0
9

1
0
6
.5

2
.1

1
0
1
.1

1
0
0
.0

2
4
.6
7

注
 ：
 「
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
」
と
は
、
基
本
給
、
諸
手
当
を
含
み
「
所
定
内
給
与
」
と
「
所
定
外
給
与
」
の
合
計
。
　
各
「
指
数
」
は
令
和
２
年
を
1
0
0
と
し
た
も
の
。
　
△
は
－
(ﾏ
ｲ
ﾅ
ｽ
)を
表
す
。

資
料
出
所
：
厚
生
労
働
省
　
毎
月
勤
労
統
計
調
査
（
令
和
6
年
3
月
分
結
果
確
報
よ
り
）

令
和
 ２
 年

分

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
5
人
以
上
）

令
和
 ３
 年

区

令
和
 ５
 年

令
和
 ４
 年

令
和
 元
 年

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
3
0
人
以
上
）

き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与

労
働

者
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与

労
働

者
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毎
月
勤
労
統
計
（
全
国
）
所
定
内
給
与
関
係
時
系
列
表

労
働
時
間

労
働
時
間

所
定
内

給
与
額

所
 定
 内

給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

所
　
定
　
内

労
働
時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
　
　
用

雇
用
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

所
定
内

給
与
額

所
 定
 内

給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

所
　
定
　
内

労
働
時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

2
4
4
,4
3
2

9
9
.8

△
 0
.1

1
0
2
.0

9
9
.0

3
1
.5
3

2
7
0
,8
4
7

9
9
.9

0
.1

1
0
1
.9

9
9
.7

2
5
.5
9

2
4
4
,9
6
8

1
0
0
.0

0
.2

1
0
0
.0

1
0
0
.0

3
1
.1
3

2
7
1
,0
2
5

1
0
0
.0

0
.1

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
5
.2
8

2
4
5
,7
0
9

1
0
0
.3

0
.3

1
0
0
.4

1
0
1
.1

3
1
.2
8

2
7
3
,1
8
6

1
0
0
.8

0
.8

1
0
0
.9

9
9
.8

2
5
.0
5

2
4
8
,5
2
9

1
0
1
.4

1
.1

1
0
0
.1

1
0
2
.0

3
1
.6
0

2
7
8
,6
8
7

1
0
2
.8

2
.0

1
0
1
.1

9
9
.0

2
4
.5
3

2
5
1
,2
5
7

1
0
2
.6

1
.2

1
0
0
.3

1
0
3
.1

3
2
.2
4

2
8
3
,5
9
4

1
0
4
.7

1
.8

1
0
1
.6

1
0
0
.4

2
4
.6
8

5
年
1
月

2
4
7
,3
4
9

1
0
1
.0

0
.9

9
4
.0

1
0
2
.0

3
2
.0
8

2
7
9
,4
8
5

1
0
3
.1

1
.7

9
5
.6

9
9
.8

2
4
.5
4

5
年
2
月

2
4
7
,4
4
2

1
0
1
.0

0
.8

9
7
.9

1
0
1
.8

3
2
.2
2

2
7
9
,0
5
7

1
0
3
.0

1
.5

9
8
.5

9
9
.6

2
4
.7
1

5
年
3
月

2
4
9
,6
4
6

1
0
1
.9

0
.5

1
0
1
.3

1
0
1
.3

3
2
.2
0

2
8
1
,6
2
0

1
0
3
.9

1
.0

1
0
2
.9

9
8
.8

2
4
.6
5

5
年
4
月

2
5
3
,2
8
4

1
0
3
.4

0
.9

1
0
3
.5

1
0
2
.7

3
1
.6
7

2
8
5
,1
2
0

1
0
5
.2

1
.2

1
0
4
.7

1
0
0
.5

2
4
.2
9

5
年
5
月

2
5
1
,7
2
9

1
0
2
.8

1
.7

9
8
.4

1
0
3
.0

3
1
.8
1

2
8
3
,5
0
0

1
0
4
.6

2
.2

9
9
.7

1
0
0
.7

2
4
.4
1

5
年
6
月

2
5
3
,3
6
0

1
0
3
.4

1
.3

1
0
5
.2

1
0
3
.5

3
2
.0
1

2
8
5
,2
1
1

1
0
5
.2

1
.8

1
0
6
.3

1
0
0
.7

2
4
.6
6

5
年
7
月

2
5
2
,5
7
2

1
0
3
.1

1
.4

1
0
2
.1

1
0
3
.7

3
2
.2
1

2
8
5
,0
2
3

1
0
5
.2

2
.1

1
0
3
.6

1
0
0
.8

2
4
.6
4

5
年
8
月

2
5
0
,7
3
4

1
0
2
.4

1
.3

9
7
.3

1
0
3
.6

3
2
.2
4

2
8
3
,1
6
7

1
0
4
.5

2
.0

9
8
.8

1
0
0
.6

2
4
.7
1

5
年
9
月

2
5
1
,6
0
7

1
0
2
.7

1
.0

1
0
0
.6

1
0
3
.7

3
2
.4
3

2
8
4
,2
0
4

1
0
4
.9

1
.6

1
0
1
.4

1
0
0
.6

2
4
.7
8

5
年
1
0
月

2
5
2
,5
9
3

1
0
3
.1

1
.3

1
0
1
.7

1
0
3
.9

3
2
.5
0

2
8
5
,5
9
6

1
0
5
.4

2
.0

1
0
3
.3

1
0
0
.6

2
4
.6
8

5
年
1
1
月

2
5
2
,1
4
6

1
0
2
.9

1
.0

1
0
1
.7

1
0
4
.2

3
2
.6
8

2
8
5
,2
3
1

1
0
5
.3

1
.9

1
0
3
.4

1
0
0
.9

2
4
.9
7

5
年
1
2
月

2
5
2
,5
0
5

1
0
3
.1

1
.4

1
0
0
.1

1
0
4
.3

3
2
.8
2

2
8
5
,8
0
7

1
0
5
.5

2
.1

1
0
1
.2

1
0
1
.0

2
5
.0
9

６
年
1
月

2
5
5
,8
7
6

1
0
4
.5

1
.3

9
4
.6

1
0
3
.2

3
0
.8
8

2
8
2
,6
7
9

1
0
4
.3

1
.5

9
5
.4

1
0
0
.7

2
4
.9
8

６
年
2
月

2
5
7
,1
9
5

1
0
5
.0

1
.7

9
8
.9

1
0
3
.1

3
0
.9
2

2
8
4
,1
9
9

1
0
4
.9

2
.2

9
8
.8

1
0
0
.6

2
4
.8
5

６
年
3
月

2
5
9
,3
2
0

1
0
5
.9

1
.7

9
9
.9

1
0
2
.7

3
0
.9
3

2
8
7
,1
9
6

1
0
6
.0

2
.3

1
0
0
.1

1
0
0
.0

2
4
.6
7

注
 ：
 「
所
定
内
給
与
」
と
は
、
「
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
」
か
ら
「
所
定
外
給
与
（
時
間
外
勤
務
手
当
等
）
」
を
差
し
引
い
た
も
の
。
　
各
「
指
数
」
は
令
和
２
年
を
1
0
0
と
し
た
も
の
。
　
△
は
－
(ﾏ
ｲ
ﾅ
ｽ
)を
表
す
。

資
料
出
所
：
厚
生
労
働
省
　
毎
月
勤
労
統
計
調
査
（
令
和
6
年
3
月
分
結
果
確
報
よ
り
）

分

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
5
人
以
上
）

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
3
0
人
以
上
）

所
定

内
給

与
労

働
者

所
定

内
給

与
労

働
者

令
和
 ５
 年

区

令
和
 ３
 年

令
和
 元
 年

令
和
 ２
 年

令
和
 ４
 年

12



毎
月
勤
労
統
計
（
鳥
取
県
）
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
関
係
時
系
列
表

労
働
時
間

労
働
時
間

き
ま
っ
て

支
給
す
る

給
与
額

き
ま
っ
て
支
給

す
る
給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

＊
格
　
　
差

(全
国
=
1
0
0
)

総
実
労
働

時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

き
ま
っ
て

支
給
す
る

給
与
額

き
ま
っ
て
支
給

す
る
給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比
＊
格
　
　
差

(全
国
=
1
0
0
)

総
実
労
働

時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

2
2
5
,0
4
0

1
0
0
.2
△
 2
.1

8
5
.2

1
0
2
.6

1
0
0
.0

2
7
.5

2
4
4
,3
1
9

9
9
.5
△
 2
.7

8
2
.5

1
0
3
.3

9
9
.0

2
3
.0

2
2
4
,5
7
1

1
0
0
.0
△
 0
.2

8
5
.6

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
6
.6

2
4
5
,5
0
4

1
0
0
.0

0
.4

8
3
.8

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
1
.5

2
2
5
,6
9
6

1
0
0
.5

0
.5

8
5
.6

1
0
0
.8

1
0
1
.1

2
6
.1

2
4
5
,0
8
7

9
9
.8
△
 0
.1

8
2
.6

1
0
0
.4

9
9
.5

2
1
.6

2
2
8
,5
0
7

1
0
1
.7

1
.2

8
5
.4

1
0
0
.6

1
0
2
.7

2
6
.2

2
4
7
,0
5
8

1
0
0
.6

0
.8

8
1
.4

9
9
.8

1
0
1
.1

2
2
.7

2
2
1
,8
4
5

9
8
.8
△
 2
.9

8
2
.1

9
8
.3

1
0
4
.6

3
2
.2

2
4
5
,6
6
3

1
0
0
.1
△
 0
.5

1
1
7
.9

9
9
.0

1
0
7
.8

2
6
.4

5
年
1
月

2
2
1
,3
7
0

9
8
.6
△
 2
.1

8
3
.3

9
2
.1

1
0
3
.1

3
1
.1

2
4
2
,2
4
4

9
8
.7
△
 1
.4

7
9
.7

9
2
.2

1
0
1
.5

2
6
.4

5
年
2
月

2
2
2
,7
2
1

9
9
.2
△
 2
.0

8
3
.7

9
8
.3

1
0
3
.0

3
1
.4

2
4
4
,1
6
5

9
9
.5
△
 0
.6

8
0
.4

9
7
.7

1
0
1
.0

2
6
.7

5
年
3
月

2
1
9
,6
4
5

9
7
.8
△
 3
.9

8
1
.7

9
9
.2

1
0
3
.5

3
2
.6

2
4
2
,7
8
5

9
8
.9
△
 2
.0

7
9
.1

1
0
1
.0

1
0
0
.4

2
6
.6

5
年
4
月

2
2
4
,1
2
2

9
9
.8
△
 2
.6

8
2
.1

1
0
1
.5

1
0
4
.6

3
1
.2

2
4
7
,0
9
2

1
0
0
.6
△
 0
.8

7
9
.5

1
0
1
.4

1
0
2
.0

2
5
.8

5
年
5
月

2
2
0
,9
6
7

9
8
.4
△
 2
.8

8
1
.8

9
6
.3

1
0
4
.0

3
0
.8

2
4
3
,3
1
8

9
9
.1
△
 0
.2

7
9
.1

9
6
.2

1
0
1
.5

2
5
.6

5
年
6
月

2
2
5
,1
5
7

1
0
0
.3
△
 2
.0

8
2
.8

1
0
3
.9

1
0
4
.4

3
1
.0

2
4
7
,7
6
6

1
0
0
.9

0
.0

8
0
.1

1
0
4
.3

1
0
1
.8

2
6
.0

5
年
7
月

2
1
9
,6
5
6

9
7
.8
△
 3
.6

8
0
.9

9
8
.9

1
0
4
.4

3
3
.0

2
4
4
,3
9
6

9
9
.5
△
 1
.2

7
8
.9

9
9
.0

1
0
6
.6

2
6
.6

5
年
8
月

2
1
9
,5
9
5

9
7
.8
△
 3
.5

8
1
.6

9
4
.4

1
0
4
.4

3
2
.6

2
4
4
,4
9
8

9
9
.6
△
 0
.6

7
9
.6

9
5
.0

1
0
7
.2

2
6
.5

5
年
9
月

2
2
2
,4
4
0

9
9
.1
△
 1
.9

8
2
.3

9
9
.3

1
0
4
.3

3
2
.4

2
4
7
,8
7
5

1
0
1
.0

0
.9

8
0
.3

1
0
0
.8

1
0
8
.3

2
6
.2

5
年
1
0
月

2
2
3
,6
3
0

9
9
.6
△
 2
.2

8
2
.2

9
9
.3

1
0
4
.6

3
3
.1

2
4
7
,3
7
5

1
0
0
.8
△
 0
.1

7
9
.5

1
0
1
.0

1
0
7
.2

2
6
.2

5
年
1
1
月

2
2
1
,3
6
9

9
8
.6
△
 3
.6

8
1
.5

9
9
.2

1
0
4
.8

3
3
.5

2
4
7
,2
2
7

1
0
0
.7
△
 0
.2

7
9
.5

1
0
0
.3

1
0
7
.4

2
6
.8

5
年
1
2
月

2
2
1
,4
3
4

9
8
.6
△
 4
.5

8
1
.4

9
7
.5

1
0
4
.7

3
3
.9

2
4
9
,2
3
3

1
0
1
.5
△
 0
.7

8
0
.1

9
9
.5

1
0
7
.1

2
7
.2

6
年
1
月

2
2
5
,3
7
8

1
0
0
.4

1
.4

8
2
.0

9
1
.5

1
0
5
.1

3
2
.0

2
4
7
,7
3
0

1
0
0
.9

4
.3

8
0
.9

9
4
.0

1
0
7
.7

2
7
.5

6
年
2
月

2
2
6
,3
3
2

1
0
0
.8

1
.2

8
1
.9

9
6
.5

1
0
5
.0

3
2
.3

2
5
0
,2
1
9

1
0
1
.9

4
.4

8
1
.2

9
8
.9

1
0
7
.6

2
6
.9

6
年
3
月

2
2
7
,6
9
9

1
0
1
.4

3
.2

8
1
.5

9
8
.0

1
0
5
.0

3
2
.8

2
5
2
,1
9
4

1
0
2
.7

6
.0

8
0
.8

1
0
0
.4

1
0
6
.8

2
6
.8

注
 ：
 「
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
」
と
は
、
基
本
給
、
諸
手
当
を
含
み
「
所
定
内
給
与
」
と
「
所
定
外
給
与
」
の
合
計
。
　
各
「
指
数
」
は
令
和
２
年
を
1
0
0
と
し
た
も
の
。
　
△
は
－
(ﾏ
ｲ
ﾅ
ｽ
)を
表
す
。

資
料
出
所
：
鳥
取
県
令
和
新
時
代
創
造
本
部
統
計
課
　
毎
月
勤
労
統
計
調
査
地
方
調
査
月
報
（
令
和
6
年
3
月
）
（
＊
格
差
に
つ
い
て
は
鳥
取
労
働
局
労
働
基
準
部
賃
金
室
が
算
出
し
た
。
）

き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与

労
働

者
労

働
者

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
 5
人
以
上
）

き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
 3
0
人
以
上
）

区
分

令
和
 ４
 年

令
和
 ５
 年

令
和
 ２
 年

令
和
 元
 年

令
和
 ３
 年
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毎
月
勤
労
統
計
（
鳥
取
県
）
所
定
内
給
与
関
係
時
系
列
表

労
働
時
間

労
働
時
間

所
定
内

給
与
額

所
 定
 内

給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

＊
格
　
　
差

(全
国
=
1
0
0
)

所
定
内
労
働

時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

所
定
内

給
与
額

所
 定
 内

給
与
指
数

令
和
２
年

=
1
0
0

前
年
比

＊
格
　
　
差

(全
国
=
1
0
0
)

所
定
内
労
働

時
間
指
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

常
用
雇
用

指
　
　
数

令
和
２
年

＝
１
０
０

パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
比
率

（
％
）

2
1
0
,9
6
4

9
9
.2
△
 2
.5

8
6
.3

1
0
1
.2

1
0
0
.0

2
7
.5
2
2
6
,2
3
1

9
8
.3

△
 3
.2

8
3
.5

1
0
1
.5

9
9
.0

2
3
.0

2
1
2
,7
9
2

1
0
0
.0

0
.8

8
6
.9

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
6
.6
2
3
0
,0
9
2

1
0
0
.0

1
.7

8
4
.9

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
1
.5

2
1
2
,6
7
2

9
9
.9
△
 0
.1

8
6
.6

1
0
0
.5

1
0
1
.1

2
6
.1
2
2
7
,6
2
1

9
8
.9

△
 1
.1

8
3
.3

9
9
.9

9
9
.5

2
1
.6

2
1
4
,2
6
1

1
0
0
.8

0
.7

8
6
.2

9
9
.8

1
0
2
.7

2
6
.2
2
2
8
,0
9
0

9
9
.1

0
.2

8
1
.8

9
8
.7

1
0
1
.1

2
2
.7

2
0
7
,7
2
0

9
7
.6
△
 3
.1

8
2
.7

9
7
.9

1
0
4
.6

3
2
.2
2
2
6
,7
6
4

9
8
.6

△
 0
.5

8
0
.0

9
8
.5

1
0
7
.8

2
6
.4

5
年
1
月

2
0
6
,5
6
0

9
7
.1
△
 2
.5

8
3
.5

9
1
.3

1
0
3
.1

3
1
.1
2
2
2
,1
5
0

9
6
.5

△
 2
.2

7
9
.5

9
1
.1

1
0
1
.5

2
6
.4

5
年
2
月

2
0
7
,7
4
7

9
7
.6
△
 2
.2

8
4
.0

9
7
.6

1
0
3
.0

3
1
.4
2
2
4
,7
2
8

9
7
.7

△
 0
.7

8
0
.5

9
6
.9

1
0
1
.0

2
6
.7

5
年
3
月

2
0
5
,8
8
0

9
6
.8
△
 3
.5

8
3
.2

9
8
.8

1
0
3
.5

3
2
.6
2
2
4
,3
1
2

9
7
.5

△
 1
.5

8
0
.4

1
0
0
.5

1
0
0
.4

2
6
.6

5
年
4
月

2
0
9
,7
6
6

9
8
.6
△
 2
.5

8
2
.8

1
0
1
.0

1
0
4
.6

3
1
.2
2
2
8
,4
0
5

9
9
.3

△
 0
.5

8
0
.1

1
0
0
.7

1
0
2
.0

2
5
.8

5
年
5
月

2
0
7
,8
3
8

9
7
.7
△
 2
.6

8
2
.6

9
6
.3

1
0
4
.0

3
0
.8
2
2
5
,6
3
0

9
8
.1

△
 0
.3

7
9
.6

9
5
.8

1
0
1
.5

2
5
.6

5
年
6
月

2
1
1
,1
8
5

9
9
.2
△
 2
.7

8
3
.4

1
0
4
.0

1
0
4
.4

3
1
.0
2
2
9
,2
9
2

9
9
.7

△
 0
.8

8
0
.4

1
0
4
.1

1
0
1
.8

2
6
.0

5
年
7
月

2
0
5
,8
8
8

9
6
.8
△
 4
.2

8
1
.5

9
8
.7

1
0
4
.4

3
3
.0
2
2
6
,1
8
0

9
8
.3

△
 1
.1

7
9
.4

9
8
.8

1
0
6
.6

2
6
.6

5
年
8
月

2
0
5
,6
1
7

9
6
.6
△
 3
.7

8
2
.0

9
4
.1

1
0
4
.4

3
2
.6
2
2
5
,4
2
9

9
8
.0

△
 0
.2

7
9
.6

9
4
.7

1
0
7
.2

2
6
.5

5
年
9
月

2
0
8
,5
2
3

9
8
.0
△
 2
.3

8
2
.9

9
8
.7

1
0
4
.3

3
2
.4
2
2
8
,8
6
3

9
9
.5

1
.1

8
0
.5

1
0
0
.0

1
0
8
.3

2
6
.2

5
年
1
0
月

2
0
9
,6
6
3

9
8
.5
△
 2
.1

8
3
.0

9
8
.8

1
0
4
.6

3
3
.1
2
2
8
,5
8
2

9
9
.3

0
.0

8
0
.0

1
0
0
.4

1
0
7
.2

2
6
.2

5
年
1
1
月

2
0
7
,3
5
3

9
7
.4
△
 3
.8

8
2
.2

9
8
.8

1
0
4
.8

3
3
.5
2
2
8
,6
6
4

9
9
.4

△
 0
.1

8
0
.2

9
9
.9

1
0
7
.4

2
6
.8

5
年
1
2
月

2
0
6
,5
7
6

9
7
.1
△
 4
.6

8
1
.8

9
6
.8

1
0
4
.7

3
3
.9
2
2
8
,9
5
0

9
9
.5

△
 0
.3

8
0
.1

9
8
.5

1
0
7
.1

2
7
.2

6
年
1
月

2
1
1
,6
9
6

9
9
.5

2
.2

8
2
.7

9
1
.6

1
0
5
.1

3
2
.0
2
2
8
,7
8
4

9
9
.4

5
.1

8
0
.9

9
3
.7

1
0
7
.7

2
7
.5

6
年
2
月

2
1
1
,3
9
0

9
9
.3

1
.3

8
2
.2

9
6
.3

1
0
5
.0

3
2
.3
2
3
0
,1
9
3

1
0
0
.0

4
.5

8
1
.0

9
8
.4

1
0
7
.6

2
6
.9

6
年
3
月

2
1
1
,4
4
2

9
9
.4

2
.3

8
1
.5

9
7
.2

1
0
5
.0

3
2
.8
2
3
0
,8
1
5

1
0
0
.3

4
.3

8
0
.4

9
9
.5

1
0
6
.8

2
6
.8

注
 ：
 「
所
定
内
給
与
」
と
は
、
「
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
」
か
ら
「
所
定
外
給
与
（
時
間
外
勤
務
手
当
等
）
」
を
差
し
引
い
た
も
の
。
　
各
「
指
数
」
は
令
和
２
年
を
1
0
0
と
し
た
も
の
。
　
△
は
－
(ﾏ
ｲ
ﾅ
ｽ
)を
表
す
。

資
料
出
所
：
鳥
取
県
令
和
新
時
代
創
造
本
部
統
計
課
　
毎
月
勤
労
統
計
調
査
地
方
調
査
月
報
（
令
和
6
年
3
月
）
（
＊
格
差
に
つ
い
て
は
鳥
取
労
働
局
労
働
基
準
部
賃
金
室
が
算
出
し
た
。
）

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
5
人
以
上
）

常
用
労
働
者
平
均
（
事
業
所
規
模
3
0
人
以
上
）

所
定

内
給

与
労

働
者

所
定

内
給

与
労

働
者

区
分

令
和
 ４
 年

令
和
 ５
 年

令
和
 ２
 年

令
和
 元
 年

令
和
 ３
 年
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【賃金】
● 連　合（平均賃金方式、加重平均） (前年同時期)

3月15日 3月21日 4月2日 4月16日 5月2日 6月3日 5月8日 6月1日
(3月15日発表) (3月22日発表) (4月4日発表) (4月18日発表) (5月8日発表) (6月5日発表) (5月10日発表) (6月5日発表)

5.28％ 5.25％ 5.24％ 5.20％ 5.17％ 5.08％ 3.67％ 3.66％

16,469円 16,379円 16,037円 15,787円 15,616円 15,236円 10,923円 10,807円

(771組合) (1,446組合) (2,620組合) (3,283組合) (3,733組合) (4,938組合) (3,681組合) (4,475組合)

1,442,371人 1,946,077人 2,370,728人 2,531,809人 2,661,683人 2,886,335人 2,591,143人 2,729,728人

　　　   （平均賃金方式、300人未満、加重平均）

3月15日 3月21日 4月2日 4月16日 5月2日 6月3日 5月8日 6月1日
(3月15日発表) (3月22日発表) (4月4日発表) (4月18日発表) (5月8日発表) (6月5日発表) (5月10日発表) (6月5日発表)

4.42％ 4.50％ 4.69％ 4.75％ 4.66％ 4.45％ 3.35％ 3.36％

11,912円 11,916円 12,097円 12,170円 11,889円 11,361円 8,328円 8,328円

(358組合) (777組合) (1,600組合) (2,123組合) (2,480組合) (3,516組合) (2,478組合) (3,144組合)

38,450人 80,469人 172,630人 214,039人 249,232人 332,855人 251,900人 308,148人

         （平均賃金方式、300人以上、加重平均）

3月15日 3月21日 4月2日 4月16日 5月2日 6月3日 5月8日 6月1日
(3月15日発表) (3月22日発表) (4月4日発表) (4月18日発表) (5月8日発表) (6月5日発表) (5月10日発表) (6月5日発表)

5.30％ 5.28％ 5.28％ 5.24％ 5.22％ 5.16％ 3.70％ 3.69％

16,609円 16,572円 16,363円 16,141円 16,029円 15,784円 11,220円 11,147円

(413組合) (669組合) (1,020組合) (1,160組合) (1,253組合) (1,422組合) (1,203組合) (1,331組合)

1,403,921人 1,865,608人 2,198,098人 2,317,770人 2,412,451人 2,553,480人 2,339,243人 2,421,580人

(前年同企業)

5月20日 5月19日 －

5.58％ 3.91％ 3.88％

19,480円 13,110円 13,122円

(89社) (92社) －

(前年同時期)

(前年同時期)

6月13日 6月23日

3.92％ 2.94％

10,420円 7,864円

(226社) (277社)

大手企業

中小企業

         （原則として従業員500人未満、17業種・754社、加重平均、回答状況）

令和６年　春季賃上げ　各集計機関別集計状況

300人以上

300人未満

全体計

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要22業種・大手244社（＊）、加重平均、回答状況）
*昨年の調査対象は主要21業種大手

241社→
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【年間一時金】
● 連　合（加重平均、回答集計） (前年同時期)

4月2日 5月2日 6月3日 5月8日 6月1日
(4月4日発表) (5月8日発表) (6月5日発表) (5月10日発表) (6月5日発表)

5.07月 5.05月 5.06月 4.88月 4.87月
(1,318組合) (1,753組合) (2,128組合) (1,683組合) (1,968組合)
1,535,501人 1,680,839人 1,811,413人 1,702,085人 1,862,317人

1,641,622円 1,605,692円 1,607,551円 1,597,406円 1,595,525円
(516組合) (729組合) (929組合) (823組合) (1,070組合)
591,306人 670,206人 743,338人 745,607人 955,648人

○ 経団連

　なし

● 連　合（季別、加重平均、回答集計） (前年同時期)

4月2日 5月2日 6月3日 5月8日 6月1日
(4月4日発表) (5月8日発表) (6月5日発表) (5月10日発表) (6月5日発表)

2.54月 2.52月 2.52月 2.39月 2.38月

(1,142組合) (1,601組合) (2,047組合) (1,620組合) (1,984組合)

1,239,485人 1,388,439人 1,548,627人 1,370,267人 1,564,783人

745,189円 735,608円 738,024円 722,442円 738,357円

(637組合) (929組合) (1,215組合) (989組合) (1,340組合)
492,368人 601,046人 686,692人 641,969人 915,694人

(前年同企業)

大手企業 － 6月29日

－ －

－ －

－ 956,027円

－ (121社)

(前年同時期)

回答月数

妥結額

○ 経団連（原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要－業種・大手－社、加重平均、妥結状況）

月数回答

金額回答

令和６年　春季賃上げ　各集計機関別集計状況

【夏季一時金】

金額回答

月数回答
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令和6年4月22日

財務省中国財務局
鳥取財務事務所

お問い合わせ先

鳥取財務事務所　財務課長　澤田

電話 0857-26-2295

鳥 取 県 内 の 経 済 情 勢
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1 
 

1．総論 

【総括判断】「県内経済は、持ち直しのテンポが緩やかになっている」 

 

項 目 前回（6年1月判断） 今回（6年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 
持ち直しのテンポが緩やかに 

なっている 

持ち直しのテンポが緩やかに 

なっている  

（注）6年4月判断は、前回6年1月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、足踏みの状況にある。雇用情勢は、弱含んでいる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（6年1月判断） 今回（6年4月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 持ち直している 持ち直している 
 

生産活動 足踏みの状況にある 足踏みの状況にある 
 

雇用情勢 弱含んでいる 弱含んでいる  
 

設備投資 5年度は前年度を上回る見込み 5年度は前年度を上回る見込み 
 

企業収益 5年度は増益見込み 5年度は増益見込み 
 

住宅建設 前年を下回る 前年を上回る 
 

公共事業 前年度を上回る 前年度を上回る 
 

【先行き】 

先行きについては、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、海外

情勢の動向や物価上昇、雇用情勢等、景気の下振れリスクに十分注意する必要がある。
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2 
 

2．各論 
◼ 個人消費 「持ち直している」 

百貨店販売は、テナントの新規出店による効果などから、前年を上回っている。 

 スーパー販売は、冷凍食品などが低調であることから、前年を下回っている。 

 コンビニエンスストア販売は、地域限定商品などが好調であることから、前年を上回っている。 
 ドラッグストア販売は、医薬品などが好調であることから、前年を上回っている。 

 ホームセンター販売は、寝具などが不調であることから、前年を下回っている。 
 家電大型専門店販売は、パソコンなどが不調であることから、前年を下回っている。 

 乗用車販売(新車登録・届出台数)は、一部自動車メーカーの生産・出荷停止に係る影響から、前年を下
回っている。 

 主要観光地の入込客数は、新型コロナウイルス感染症の 5 類移行による観光需要の高まりが続いてい
るほか、インバウンドの増加もみられており、前年を上回っている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ テナントの新規出店により、来店客数の増加や、他フロアへの買い回り効果が生じている。（百貨店） 
➢ 冷凍食品は、価格高騰から客が手を伸ばしにくくなっている。（スーパー） 
➢ 他社と共同開発している地域限定のベーカリー、フード、デザートが好調。（コンビニエンスストア） 
➢ 処方箋の持ち込みがコロナ禍前の状況に近づいており、調剤医薬品の売上げが増加している。また、2月はインフルエン
ザや花粉症などの流行により、咳止め薬や解熱剤などが売れた。（ドラッグストア） 

➢ 暖冬の影響から、冬物寝具の売行きが悪かった。また、3月は平均気温が昨年より低く、春物寝具を買う動きも弱かった。
（ホームセンター） 

➢ パソコンは、昨年同時期に一部OSのサポート終了に伴い売れた反動がみられている。（家電大型専門店） 
➢ 旅行マインドは引き続き高い状況。また、国内外問わず、団体ツアー客も多くみられている。（宿泊） 

◼ 生産活動 「足踏みの状況にある」 

食料品は、需要は堅調に推移しているものの、人手不足の影響などにより、減少している。 

電子部品・デバイスは、家電向けの需要が低調であることから、減少している。 
電気・情報通信機械は、海外需要が低迷していることから、減少している。 

パルプ・紙は、海外需要が堅調であることなどから、増加している。 

汎用・生産用・業務用機械は、自動車向けの需要が堅調であることから、増加している。 

➢ 製造部門において人手不足で代替要員が確保できず、工場を稼働できない時期があり生産量は減少。（食料品） 
➢ コロナ禍での巣ごもり需要の反動が続いていることから家電の動きが弱まっており、搭載される電子部品の需要も減少し
ている。（電子部品・デバイス） 

➢ 中国向け製品の動きが悪いことから受注は減少傾向にあり、受注残も減っている。（電気・情報通信機械） 

➢ 国内向けの需要は良くないものの、新興国向けの引合いが十分にあることから、フル生産を続けている。（パルプ・紙） 
➢ EV車用の電池製造装置の需要が堅調なことから、生産は高水準となっている。（汎用・生産用・業務用機械） 

◼ 雇用情勢 「弱含んでいる」 

人手不足の声が聞かれるものの、新規求人数は減少しているほか、有効求人倍率も低下していることか

ら、雇用情勢は弱含んでいる。 

➢ 今年度の新規採用者数は計画未達となり、今まで通りの採用活動では通用しないと危機感を持っている。（パルプ・紙） 
➢ 従業員数不足が続いているため、外国人技能実習生を増員したいが、宿泊施設の確保が課題で増員できない。（食料品） 
➢ ICT化や週休二日制を導入するなど2024年問題に対応しているものの応募がなく、人手不足感の解消が見込めない。（建
設） 

➢ 前年は新規受注を見込んで工場・ライン増設のための大口求人が出されていたなど、活発な求人があったものの、今年は
中国経済の停滞などから減産基調が続いていることもあって、新規求人数は大幅な反動減となっている。（職業紹介） 

➢ 若年層が定着せず人手不足が続いているところ、中堅企業では賃上げに取り組む姿勢が見られる一方、中小企業では今の
経営を維持するのが精一杯の状況にあり、賃上げができていない。（商工会議所） 
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3 
 

◼ 設備投資 「5年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」6年1-3月期 
○ 製造業では、木材・木製品などで減少するものの、パルプ・紙、情報通信機械などで増加することから、
全体としては増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、農林水産などで減少するものの、金融・保険、不動産などで増加することから、全体とし
ては増加見込みとなっている。 

➢ 新規・増産ラインの追加拡張等を実施。（情報通信機械） 
➢ 貸倉庫の冷却設備を更新。（不動産） 

◼ 企業収益 「5年度は増益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」6年1-3月期 
○ 製造業では、情報通信機械などで減益となるものの、パルプ・紙、食料品などで増益となることから、全
体としては増益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、建設などで減益となるものの、農林水産、小売などで増益となることから、全体としては
増益見込みとなっている。 

◼ 住宅建設 「前年を上回る」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、分譲住宅、持家で減少しているものの、貸家、給与住宅で増加していること

から、全体では、前年を上回っている。 

◼ 公共事業 「前年度を上回る」 

○ 前払金保証請負金額（年度累計）でみると、前年度を上回っている。 

20
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財務省中国財務局
鳥取財務事務所

令和6年4月22日

6． 住宅建設 6

7． 公共事業 6

4． 設備投資 5

5． 企業収益 5

2． 生産活動 3

3． 雇用情勢 4

鳥取県内の経済情勢

［　資料編　］

（ページ）

1． 個人消費 1

お問い合わせ先

鳥取財務事務所　財務課長　澤田

電話 0857-26-2295
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(1) 百貨店・スーパー販売（全店舗）

(2) コンビニエンスストア販売（全店舗）

(3) ドラッグストア販売（全店舗）

（資料出所：経済産業省／中国経済産業局）

（資料出所：経済産業省／中国経済産業局）

（資料出所：経済産業省／中国経済産業局）
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1．個 人 消 費 持ち直している
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(4) ホームセンター販売（全店舗）

(5) 家電大型専門店販売（全店舗）

　

(6) 乗用車販売（新車登録・届出台数）

　  （資料出所：中国運輸局）　　

（資料出所：経済産業省／中国経済産業局）

（資料出所：経済産業省／中国経済産業局）
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(1) 鉱工業生産指数(季節調整値)

(2) 県内主要業種別生産指数(季節調整値）
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中国地方

鳥取県

2．生 産 活 動 足踏みの状況にある

（資料出所：鳥取県）

（資料出所：中国経済産業局、鳥取県）

12-1月
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(1) 有効求人倍率(学卒を除く、季節調整値）

 

  

(2) 新規求人数・求職者数（学卒を除く、原数値）の前年比
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12-2月
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3．雇 用 情 勢 弱含んでいる

（資料出所：厚生労働省、鳥取労働局)

（資料出所：鳥取労働局)

12-2月

前年比

求人

▲7.8%

求職

1.8%

425



　

5．企 業 収 益 5年度は増益見込み

4．設 備 投 資 5年度は前年度を上回る見込み

（注） 1．調査実施時点は令和6年2月15日
2．ソフトウェア含む、土地除く
3．（ ）書きは前回（令和5年10～12月期）調査結果

（注） 1．調査実施時点は令和6年2月15日
2．電気・ガス・水道業及び金融業・保険業を除く
3．（ ）書きは前回（令和5年10～12月期）調査結果

（資料出所：鳥取財務事務所）

（資料出所：鳥取財務事務所）

設備投資額（前年度比）

経常利益（前年度比）
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新設住宅着工戸数（前年比）

(1)  公共工事前払金保証請負金額（月次請負金額、年度累計前年度比）

(2)　公共工事前払金保証請負金額（月次請負金額前年比、発注者別寄与度）

7．公 共 事 業 前年度を上回る

6．住 宅 建 設 前年を上回る

▲ 60

▲ 30

0

30

60

90

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 6年

（％） 持家（前年比寄与度） 貸家（前年比寄与度）

分譲住宅（前年比寄与度） 給与住宅（前年比寄与度）

新設住宅着工戸数（前年比）

（資料出所：国土交通省）
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（％）
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（資料出所：各建設業保証㈱）

（資料出所：各建設業保証㈱）
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公表時期 基調判断 消費 投資 生産 雇用

令和5年12
月

弱めの動き
が見られる

一部に弱さ
が見られる
も、なお持ち
直しの動き

一部に弱さ
が見られる
も、なお持ち
直しの動き

弱めの動き
が見られる

弱めの動き
が続く

令和6年1
月

一段と弱い
動きとなって
いる

弱めの動き
が見られる

一部に底堅
さが見られる
ものの、弱め
の動き

弱めの動き
が見られる

弱めの動き
が続く

令和6年2
月

弱い動きが
続いている

弱めの動き
が見られる

一部に底堅
さが見られる
ものの、弱め
の動き

弱い動きと
なっている

弱めの動き
が続く

令和6年3
月

弱い動きが
続いている

弱めの動き
が見られる

一部に底堅
さが見られる
ものの、弱め
の動き

弱い動きと
なっている

弱めの動き
が続く

令和6年4
月

弱い動きが
続いている

弱い動きと
なっている

一部に持ち
直しの動きが
見られるもの
の、なお弱め
の動き

弱い動きと
なっている

弱めの動き
が続く

令和6年5
月

弱い動きが
続いている

弱い動きと
なっている

一部に持ち
直しの動きが
見られるもの
の、なお弱め
の動き

弱い動きと
なっている

弱めの動き
が続く

令和6年6
月

弱い動きが
続いている

弱い動きと
なっている

一部に持ち
直し動きがあ
るものの、な
お弱めの動
き

弱い動きと
なっている

弱めの動き
が続く

公表時期 総論 個人消費 設備投資 生産活動 企業収益 雇用情勢

令和6年1
月

持ち直しのテ
ンポが緩や
かになってい
る

持ち直してい
る

5年度は前年
度を上回る
見込み

足踏みの状
況にある

5年度は増益
見込み

弱含んでい
る

令和6年4
月

持ち直しのテ
ンポが緩や
かになってい
る

持ち直してい
る

5年度は前年
度を上回る
見込み

足踏みの状
況にある

5年度は増益
見込み

弱含んでい
る

鳥取県の経済動向　（資料出所 ： 鳥取県令和新時代創造本部統計課）

鳥取県内の経済情勢　（資料出所 ： 財務省中国財務局鳥取財務事務所）
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【御利用にあたって】 

１ 調査要領 

本調査は、県内にある事業所の経営責任者を対象として、景気及び経営に対する判断及び見通し等を調

査したものである。 

（１） 調査対象 

原則として県内にある従業者規模 30 人以上の事業所の中から 300 事業所を選定した。 

※従業者規模 200 人以上の事業所：原則として全数調査 

従業者規模 200 人未満の事業所：産業別に抽出 

（２） 調査時点 令和６年５月１日現在 

（３） 調査方法 調査対象者の自計申告により行った。 

（４） 有効回答率 

 

２ 利用上の注意 

（１） 四半期を単位として、それぞれの前四半期に対する判断及び見通しを調査したものである。 

（２） 判断指標（BSI：ビジネス・サーベイ・インデックス）とは、景気や売上高などの項目について、企

業経営者が「上昇（増加）」と回答した割合から「下降（減少）」と回答した割合を差し引いた値

をいう。 

（３） 集計上の産業分類は、全産業を「製造業」と「非製造業」に二分した上で、それぞれをさらに複数

の業種に分けた。詳しくは、本誌 p.17 別表を参照。 

（４） 製造業、非製造業に属する各業種の上昇等の割合は、当該業種について各項目の有効回答数に対す

る各項目内での選択肢の割合で求めたが、全産業、製造業、非製造業の割合の算出方法については、

県経済に対する影響度を考慮して加重平均を用いている。（「３ 割合の算出方法（２）」を参照） 

（５） 統計表の数値は、単位未満を四捨五入しており、内訳（構成比）が 100％にならない場合がある。 

３ 割合の算出方法 

（１） 製造業に属する「食料品」「衣服・その他」「パルプ・紙」「金属製品」「一般機械」「電気機械」

「その他製造業」、非製造業に属する「建設業」「運輸・通信業」「卸売・小売業」「サービス業」

「その他産業」については、各業種の有効回答数を分母とし該当項目を割ることにより算出した。 

【例】（当該業種の当該項目の選択肢回答数／当該業種の当該項目の有効回答数）×100 

（２） 「全産業」、「製造業」及び「非製造業」については、令和３年度経済活動別名目県内総生産（GDP）

をウェイトとして、加重平均により求めた。 

【例】製造業  ∑(食料品の割合×食料品の総生産額＋･･･)／∑(食料品の総生産額＋･･･) 

４ グラフの表記について 

   本書に記載されるグラフの横軸のローマ数字が指示する内容は、以下のとおり。 

  ・「Ⅰ」 １-３月期（第１四半期）   ・「Ⅱ」 ４-６月期（第２四半期） 

  ・「Ⅲ」 ７-９月期（第３四半期）   ・「Ⅳ」 10-12 月期（第４四半期） 

調　査 有　効 有　効 調　査 有　効 有　効
区　分 対象数 回答数 回答率 区　分 対象数 回答数 回答率

　製造業 116 93 80.2％ 　非製造業 184 133 72.3％ 

食料品 21 18 85.7％ 建設業 27 21 77.8％ 

衣服・その他 9 7 77.8％ 運輸・通信業 25 20 80.0％ 

パルプ・紙 7 6 85.7％ 卸売・小売業 38 26 68.4％ 

金属製品 9 6 66.7％ サービス業 76 49 64.5％ 

一般機械 11 8 72.7％ その他産業 18 17 94.4％ 

電気機械 41 35 85.4％ 

その他製造業 18 13 72.2％ 　合計 300 226 75.3％ 
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調査対象： 300事業所　／　有効回答：226事業所　／　有効回答率：75.3％

製造業　　  事業所：7業種＝｢食料品｣、｢衣服･その他｣、｢パルプ･紙｣、｢金属製品｣、｢一般機械｣、｢電気機械｣、｢その他製造業｣

非製造業   事業所：5業種＝｢建設業｣、｢運輸･通信業｣、｢卸売･小売業｣、｢サービス業｣、｢その他産業｣

景気や売上高などの項目について、前の四半期に比べて「上昇（増加）と回答した割合」から「下降（減少）と回答した割合」を差し引いた値

１  業界の景気判断

○令和6年4-6月期の企業の景況感

・ 景気判断BSIは「-6」。前期「-8」から上昇。

・ 全体の基調としては、緩やかな持ち直しの動きが見られる。

○7-9月期以降の見通し

・7-9月期は「1」と、プラスの見通し。

・10-12月期は「16」と、プラスの見通し。

【表１】　県内企業の業界の景気判断BSI（全産業） 【表２】　県内企業の業界の景気判断BSI（製造業）

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

平成 27年 -18 0 1 12 令和 3年 -19 0 3 31

28年 -19 -10 2 8 4年 -13 -3 -8 1

29年 -16 1 3 24 5年 -38 2 -16 15

30年 -11 -7 0 14 6年 -34 -14 (-6) (26)

令和 1年 -25 -9 3 7 【表３】　県内企業の業界の景気判断BSI（非製造業）

2年 -23 -68 -12 13 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

3年 -27 -22 -6 20 令和 3年 -29 -27 -8 17

4年 -27 -13 -7 7 4年 -31 -15 -6 8

5年 -20 6 -1 16 5年 -16 7 2 16

6年 -8 -6 (1) (16) 6年 -2 -4 (3) (13)

【注】 景気判断BSIは、業界の景気が「上昇する」と答えた企業から「下降する」と答えた企業の割合を差し引いた数値。（　）内は見通し。

【図１】　県内企業の業界の景気判断BSIの推移（左＝全産業、右＝各業種）

【注】・ 横軸の数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」（以下同じ）。
・ 4期（1年）後方移動平均は、当期を含む過去４期（1年）の数値を平均した値（以下同じ）。

○ 景況感の基調判断
（１） 最近の動向

（２） 先行きに関する留意点

令和６年第２回鳥取県企業経営者見通し調査の結果概要（5月1日実施）

 ○ 企業の景況感を示す景気判断BSIは、令和6年4-6月期は「-6」となり、2期連続のマイナス。

 ○ 基調としては、緩やかな持ち直しの動きが見られる。

 ○ 製造業、非製造業ともに2期連続のマイナス。

 ○ 先行きの令和6年7-9月期は「1」となる見通し。

【回答の状況】

【回答の内訳】

　・ 製造業：7-9月期は「-6」、パルプ・紙、衣服・その他、食料品などでマイナスの見通し。

【 「 BSI 」 と は 】

ポイント
　・ 製造業：食料品を除く6業種がマイナス。

　・ 非製造業：サービス業を除く4業種がマイナス。

　・ 非製造業：7-9月期は「3」、サービス業、運輸・通信業でプラスの見通し。
ポイント

依然として人手不足や人件費、原材料費、光熱費等コストの高騰に関するコメントが多く寄せられており、「人件
費増加などの商品価格転嫁が難しい」、「賃金を上げないといけないが、原資が無い」などの厳しい意見も寄せら
れている。

　全体の基調は、緩やかな持ち直しの動きが見られる。
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２ 業種別の状況

【表４】　県内企業の業界の景気判断BSI（各業種）

前回 今回 ３か月後予想 ６か月後予想

R6年1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

全産業 -8 -6 1 16
製造業 -34 -14 -6 26

食料品 -65 11 -11 56

衣服・その他 0 -29 -17 17

パルプ・紙 -33 -17 -33 17

金属製品 -60 -50 0 33

一般機械 -33 -25 13 38

電気機械 -32 -26 -3 12

その他製造業 7 -8 0 8

非製造業 -2 -4 3 13

建設業 -4 -10 0 -5

運輸・通信業 -42 -5 5 26

卸売・小売業 -17 -4 -4 8

サービス業 -21 4 17 8

その他産業 27 -6 0 21

【表５】　自己企業の売上高判断BSI（各業種）

前回 今回 ３か月後予想 ６か月後予想

R6年1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

全産業 -11 -5 8 25

製造業 -33 -15 2 29

食料品 -59 -6 -6 78

衣服・その他 -14 -43 0 33

パルプ・紙 -17 -33 0 -17

金属製品 -60 -33 0 60

一般機械 -11 -50 38 38

電気機械 -31 -20 6 16

その他製造業 -13 15 -8 -8

非製造業 -7 -2 9 24

建設業 -4 -14 -10 0

運輸・通信業 -50 25 16 39

卸売・小売業 -30 -4 -4 17

サービス業 -19 2 6 24

その他産業 21 -7 23 33

○ 企業からのコメント（→「10 自由記入欄の傾向」）

【製造業】

・

・

・・

【非製造業】

・
・

・

紙、加工紙、紙製品、紙製容器

賃上げ、材料費の高騰など製造（工事）原価は上昇が続いているが価格転嫁は進んでいない。【建設業】
現状、大きなプラス要素や各顧客の荷動きも目立ったものはなく、前同対比で微増で推移。問題点としては、人手
不足、物流業界における2024年問題等、課題は多く、限られた戦力で対応すべく業務の選択と集中をしなければ
ならない。【運輸・通信業】
６月から電気代の政府補助がなくなるため激増する見込みで懸念される。【卸売・小売業】

道路旅客運送、道路貨物運送、通信

放送、宿泊・飲食、娯楽、廃棄物処理、警備

各種卸売・小売、百貨店・総合スーパー

農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

原材料値上がり、人件費増加などの商品価格転嫁が難しい。【食料品】

仕入価格上昇分は価格転嫁できるが、経費負担上昇分の価格転嫁は、受注少なく、競争もあり、難しい。（特に、

建築関係の物件が少ない）【金属製品】

若手の人材確保が困難の状況。後継者育成が進まない。【一般機械】

建設用・建築用金属製品

はん用機械器具、生産品機械器具

電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

土木工事、建築工事、電気工事、管工事

農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

畜産品、水産品、パン・菓子

外衣・シャツ、下着、和装製品

含まれる主な業種

 ○ 業界の景気判断

　 【製造業】：食料品を除く6業種がマイナス。

　 【非製造業】：サービス業を除く4業種がマイナス。

 ○ 自己企業の売上高判断

　 【製造業】：その他製造業を除く6業種がマイナス。

　 【非製造業】：運輸・通信業、サービス業を除く3業種がマイナス。

含まれる主な業種

放送、宿泊・飲食、娯楽、廃棄物処理、警備

畜産品、水産品、パン・菓子

外衣・シャツ、下着、和装製品

紙、加工紙、紙製品、紙製容器

建設用・建築用金属製品

はん用機械器具、生産品機械器具

電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

土木工事、建築工事、電気工事、管工事

道路旅客運送、道路貨物運送、通信

各種卸売・小売、百貨店・総合スーパー

－3－
34



３ その他の主な指標

○ 在庫水準
・ 製造業：「適正」70％、「過大」26％、「不足」4％で、BSIは「22」。来期のBSIは低下の見通し。

・ 卸売・小売業：「適正」83％、「過大」9％、「不足」9％で、BSIは「0」。来期のBSIは低下の見通し。

ポイント ・「適正」の割合は製造業で減少、卸売・小売業で増加。

【図２】　在庫水準が「適正」の割合の推移（％） 　　     【図３】　在庫水準BSI（過大－不足）の推移

○ 設備投資
・ 製造業：令和6年4-6月期に1,000万円以上の設備投資を「した（する）」企業は28％で、前期から増加。来期は増加の見通し。

・ 非製造業：令和6年4-6月期に1,000万円以上の設備投資を「した（する）」企業は31％で、前期からはやや増加。来期は減少の見通し。

ポイント  ・ 投資目的は、製造業、非製造業ともに「設備の補修更新」の割合が最大。

【図４】　設備投資を「した（する）」の割合の推移（％） 【表６】　経営強化投資の実施割合（％）

前回 今回 3か月後予想
R6年1-3月期 6年4-6月期 7-9月期

製造業 6 13 8
食料品 11 17 17
衣服・その他 ― ― 14
パルプ・紙 17 33 40
金属製品 17 0 0
一般機械 ― 25 0
電気機械 3 9 3
その他製造業 8 0 0

非製造業 10 7 9
建設業 5 5 10
運輸・通信業 5 5 5
卸売・小売業 4 12 8
サービス業 8 0 0
その他産業 18 13 19

※設備投資を「した（する）」割合×投資目的が「生産・販売力の強化」の割合で算出

○ 経営上の問題点
・ 製造業：「原材料等価格高」が64％と割合が最大。次いで「売上・受注不振」53％、「人手不足」47％となった。

・ 非製造業：「人手不足」が70％と割合が最大。次いで「原材料等価格高」46％、「競争激化」38％となった。
ポイント  ・製造業は、「原材料等価格高」が引き続き1位となるも、「売上・受注不振」の割合が増加傾向。

 ・非製造業は、「競争激化」の割合が増大傾向。
【図５】　経営上の問題点（直近上位4項目の推移）

 ○ 在庫水準
　 「適正」の割合は、製造業で減少、卸売・小売業で増加。BSIは、製造業で上昇、卸売・小売業で低下。
 ○ 設備投資
 　実施の割合は製造業で増加、非製造業でやや増加。投資目的は「設備の補修更新」の割合がなお最大。
 ○ 経営上の問題点
　 製造業は「原材料等価格高」の割合が、非製造業は「人手不足」の割合が引き続き最大。
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詳しくは… 統計表第1表（p19）

■図１　業界の景気判断BSI 概況
【注】1 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

2 グラフの太線は、4期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表１　業界の景気判断BSI

II III IV I II III IV I II III IV

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

(19) (21)

上昇 17 16 24 11 24 18 29 18 16 12 21

(46) (47)
変わらない 47 52 52 51 52 57 54 51 56 63 54

(18) (7)

下降 29 22 17 31 18 19 13 26 22 11 5

(1) (15)

-13 -7 7 -20 6 -1 16 -8 -6 1 16

(5) (-2)

製造業 BSI -3 -8 1 -38 2 -16 15 -34 -14 -6 26

(0) (18)

非製造業 BSI -15 -6 8 -16 7 2 16 -2 -4 3 13

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し。また回答に「不明」があるため、合計が100％にならないことがある。

１  業界の景気判断（全産業）

ポイント

令和6年4-6月期の景気判断BSIは「-6」と2期連続のマイナス。基調としては、緩やかな持ち直しの動きが見られ

る。先行きの7-9月期は「1」となる見通し。

業種別の状況

全産業

BSI
(上昇-下降）

← 見 通 し →

R4年 R5年 R6年
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○令和6年5月1日時点での業界の景気に関する判断

指数（BSI：「上昇」－「下降」）は、足元の同年4-6月

期が「-6」と2期連続のマイナス。 

○4期（1年）後方移動平均の動きを見ると、基調として

は、緩やかな持ち直しの動きが見られる。 

○先行きの7-9月期は「1」、10-12月期は「16」となる見

通し。 

【製造業】 

○足元の令和6年4-6月期が「-14」と2期連続のマイナ

ス。 

○食料品を除く6業種がマイナス。 

○先行きの7-9月期は「-6」、10-12月期は「26」となる

見通し。 

【非製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は、BSIが「-4」と2期連続の

マイナス。 

○サービス業を除く4業種がマイナス。 

○先行きの7-9月期は「3」、10-12月期は「13」となる見

通し。 
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■図２　業界の景気判断BSI（業種別）

　【注】1 グラフの横軸、表の年の下のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」
　　　　　「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」
　
　　　　2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し
　
　　　　3 「その他製造業」に含まれる主な業種：飼料、家具、印刷、
　　　　　 鉄鋼、輸送用機械器具

　【注】1 グラフの横軸、表の年の下のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」
　　　　　「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」
　
　　　　2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し
　
　　　　3 「その他産業」に含まれる主な業種：農林水産、電気・ガス、
　　　　　 金融・保険、物品賃貸
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詳しくは… 統計表第2表（p19）、第3表（p20）

■図３　自己企業の売上高判断BSI 概況
【注】1 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表２　自己企業の売上高判断BSI

II III IV I II III IV I II III IV

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

(21) (26)

増加 19 23 34 15 20 21 35 18 24 23 33

(54) (60)
変わらない 46 57 46 53 49 55 51 52 47 62 59

(25) (14)

減少 35 20 20 32 31 24 15 30 29 15 8

(-4) (12)

-15 2 14 -16 -11 -2 20 -11 -5 8 25

(-2) (-2)

製造業 BSI 1 3 14 -41 -9 -23 15 -33 -15 2 29

(-5) (15)

非製造業 BSI -19 2 14 -11 -12 3 21 -7 -2 9 24

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

２  自己企業の売上高判断（全産業）

ポイント

令和6年4-6月期の売上高判断BSIは「-5」と2期連続のマイナス。基調としては、緩やかな持ち直しの動きが見られ
る。先行きの7-9月期は「8」となる見通し。

業種別の状況

全産業

BSI
(増加-減少）

← 見 通 し →

R4年 R5年 R6年
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○令和6年5月1日時点での自己企業の売上高に関

する判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、足元の

令和6年4-6月期が「-5」と2期連続のマイナス。 

○4期（１年）後方移動平均の動きを見ると、基調とし

ては、緩やかな持ち直しの動きが見られる。 

○先行きの7-9月期は「8」、10-12月期は「25」となる

見通し。 

【製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は、BSIが「-15」と2期連続

のマイナス。 

○その他製造業を除く6業種がマイナス。 

○先行きの7-9期は「2」、10-12月期は「29」となる見

通し。 

【非製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は、BSIが「-2」と2期連続

のマイナス。 

○運輸・通信業、サービス業を除く3業種がマイナ

ス。 

○先行きの7-9月期は「9」、10-12月期は「24」となる

見通し。 
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■図４　自己企業の売上高判断BSI（業種別）

　【注】1 グラフの横軸、表の年の下のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」
　　　　　「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」
　
　　　　2 グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し
　
　　　　3 「その他製造業」に含まれる主な業種：飼料、家具、印刷、
　　　　　 鉄鋼、輸送用機械器具

　【注】1 グラフの横軸、表の年の下のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」
　　　　　「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」
　
　　　　2 グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し
　
　　　　3 「その他産業」に含まれる主な業種：農林水産、電気・ガス、
　　　　　 金融・保険、物品賃貸
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詳しくは… 統計表第4表（p20）、第5-1表・第5-2表（p21）

■図５　自己企業の経常利益判断BSI 概況
【注】1 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表３　自己企業の経常利益判断BSI

II III IV I II III IV I II III IV

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

(21) (18)

増加 19 17 28 17 17 13 29 20 19 17 33

(53) (63)
変わらない 43 50 48 49 50 49 54 50 50 57 57

(26) (19)

減少 38 34 24 34 33 38 17 30 31 25 10

(-5) (-2)

-20 -17 5 -17 -15 -24 13 -10 -12 -8 24

(-5) (-7)

製造業 BSI -13 -7 -4 -39 -16 -25 8 -30 -20 -7 25

(-5) (0)

非製造業 BSI -21 -19 6 -12 -15 -24 14 -5 -10 -8 23

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

３
ポイント

令和6年4-6月期の経常利益判断BSIは「-12」と2期連続のマイナス。基調としては、弱めの動きが見られる。先行

きの7-9月期は「-8」となる見通し。

業種別の状況

 自己企業の経常利益判断（全産業）

全産業

BSI
(増加-減少）

← 見 通 し →

R4年 R5年 R6年
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○令和6年5月1日時点での自己企業の経常利益に

関する判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、足元

の同年4-6月期が「-12」と2期連続のマイナス。 

○4期（１年）後方移動平均の動きを見ると、基調とし

ては、弱めの動きが見られる。 

○先行きの7-9月期は「-8」、10-12月期は「24」となる

見通し。 

【製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は、BSIが「-20」と2期連続

のマイナス。 

○その他製造業、食料品を除く5業種でマイナス。 

○先行きの7-9月期は「-7」、10-12月期は「25」となる

見通し。 

【非製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は、BSIが「-10」と2期連続

のマイナス。 

○運輸・通信業を除く4業種がマイナス。 

○先行きの7-9月期は「-8」、10-12月期は「23」となる

見通し。 
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■図６　自己企業の経常利益判断BSI（業種別）

　【注】1 グラフの横軸、表の年の下のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」
　　　　　「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」
　
　　　　2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し
　
　　　　3 「その他製造業」に含まれる主な業種：飼料、家具、印刷、
　　　　　 鉄鋼、輸送用機械器具

　【注】1 グラフの横軸、表の年の下のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」
　　　　　「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」
　
　　　　2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し
　
　　　　3 「その他産業」に含まれる主な業種：農林水産、電気・ガス、
　　　　　 金融・保険、物品賃貸
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詳しくは… 統計表第6表（p22）

■図７　自己企業の生産数量判断BSI（製造業） 概況
【注】1 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

2 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し

■表4　自己企業の生産数量判断BSI（製造業） ←見通し→

II III IV I II III IV I II III

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(25)

増加 34 33 39 14 24 26 40 21 23 22

(48)
変わらない 35 35 30 31 37 24 37 26 34 54

(27)

減少 31 32 31 55 39 50 23 53 43 24

(-2)

2 1 8 -41 -15 -24 17 -33 -20 -1

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

　

　

　 →　https://www.pref.tottori.lg.jp/bsi/

　　＜調査対象事業所の皆様＞

　　＜本調査結果のウェブサイトのご案内＞

本調査の結果については鳥取県ホームページ（とりネット）にも公表しております。

以下のアドレスにアクセスいただければ閲覧できますので、ご活用ください。

このたびは本調査にご協力いただき、誠にありがとうございました。

次回調査は、令和６年８月１日を基準日として実施いたしますので、

引き続きご協力をお願いいたします。

４  生産数量の判断（製造業）

令和6年4-6月期の生産数量判断BSIは「-20」と2期連続のマイナス。基調としては、弱い動きとなっている。
先行きの7-9月期は「-1」の見通し。

ポイント

BSI
(増加-減少）

R4年 R5年 R6年

-80

-60

-40

-20
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20

40

II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III

R1 2 3 4 5 6年

○令和6年5月1日時点での自己企業（製造

業）の生産数量に関する判断指数（BSI：

「増加」－「減少」）は、足元の同年4-6月期

が「-20」となり、2期連続のマイナス。 

○その他製造業を除く6業種がマイナス。 

○4期（1年）後方移動平均の動きを見ると、基

調としては、弱い動きとなっている。 

○先行きの7-9月期は「-1」となる見通し。 
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詳しくは… 統計表第7表（p22）

ポイント

概況

■図８　自己企業の在庫水準判断（製造業、卸売・小売業）

詳しくは… 統計表第8表（p22）

ポイント

概況

■図９　自己企業の生産設備の規模判断（製造業）

６

　・令和6年4月末時点での生産設備BSIは「10」と、前期からやや上昇。

５

　・令和6年4-6月期の在庫水準BSIは製造業が「22」と上昇、卸売・小売業が「0」と低下。
　・「適正」の割合は製造業が「70％」と減少。卸売・小売業が「83％」と増加。

 在庫水準の判断（製造業、卸売・小売業）

 生産設備の規模判断（製造業）

【卸売・小売業】 

○足元の令和6年4-6月期は「適正」が83％（前期74％）、「過

大」が9％、「不足」が9％であり、BSIは「0」となって前期「5」

から低下。 

○先行きの7-9月期は「適正」が86％と増加、BSIは「-14」と

低下の見通し。 

【製造業】 

○令和6年5月1日時点での在庫水準について、足元の同年4-6月

期において事業所の70％（前期79％）が「適正」と判断した。また、

「過大」は26％、「不足」が4％となった。 

○在庫水準に関する判断指数（BSI：「過大」－「不足」）は「22」となり、

前期「13」から上昇。 

○先行きの7-9月期は、「適正」が78％と増加、BSIは「19」と低下の

見通し。 

○令和6年4月末時点での自己企業（製造業）の生産設備の状

況は、「適正」が68％（前期68％）、「過大」が21％、「不足」が

11％となった。 
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【注】 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

（BSI）＝「過大」－「不足」
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製造業 過大 適正 不足

【注】 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝１月末」「Ⅱ＝4月末」「Ⅲ＝７月末」「Ⅳ＝10月末」

見通し

○この結果、生産設備の規模に関する判断指数（BSI：「過

大」－「不足」）は「10」となり、前期からやや上昇。
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詳しくは… 統計表第9-1表・第9-2（p23）、第9-3表（p24）

ポイント

■図１０　自己企業の設備投資の動向
【注】1 縦軸の数字は、1,000万円以上の設備投資をした（する）割合（％）

2 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

3 グラフの太線は、4期（1年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表５　自己企業の設備投資の動向 ← 見通 し→

II III IV I II III IV I II III

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(27) (24)

全産業 25 24 25 20 22 25 28 28 30 27

(26) (24)

製造業 25 25 22 24 22 20 23 20 28 31

(28) (24)

非製造業 25 24 26 20 21 26 29 30 31 26

【注】 1,000万円以上の設備投資をする（した）割合（％）。　（　　）内は前回調査での見通し

R4年 R5年 R6年

７  設備投資の動向（全産業）

　・令和6年4-6月期における設備投資の実施は「30％」で、前期からやや増加。
　・先行きの7-9月期は「27％」が設備投資を計画。

概況

業種別の状況
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○令和6年5月1日時点での自己企業の設備投

資（1,000万円以上）の実施状況は、足元の

同年4-6月期では30％の事業所が「実施した

（する）」と回答した。 

○4期（1年）後方移動平均の動きを見ると、基

調としては、緩やかな持ち直しの動きが見ら

れる。 

○先行きの7-9月期の設備投資を「実施する」

事業所は27％と減少の見通し。 

【製造業】 

○足元の令和6年4-6月期の実施事業所は

28％と、前期20％から増加。 

○先行きの7-9月期の計画事業所は31％と増

加の見通し。 

【非製造業】 

○足元の令和6年4-6月期の実施事業所は

31％と、前期30％からやや増加。 

○先行きの7-9月期の計画事業所は26％と減

少の見通し。 
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詳しくは… 統計表第10表（p24）

ポイント

概況

■図１１　自己企業の資金繰りの判断
【注】 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

■表６　自己企業の資金繰り判断BSI ←見通 し→

II III IV I II III IV I II III

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(-11)

全産業 -4 -11 -9 -14 -9 -13 -3 -8 -11 -16
(-21)

製造業 -10 -17 -17 -23 -24 -25 -21 -18 -16 -25
(-9)

非製造業 -3 -10 -7 -12 -6 -10 1 -6 -10 -14

【注】 （　　）内は前回調査での見通し

８  資金繰りの判断（全産業）

　・令和6年4-6月期の資金繰りの判断BSIは「-11」と、前期の「-8」から低下。
　・「適正」の割合は「73％」と、前期の「76％」から減少。

業種別の状況

R4年 R5年 R6年

【製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は「適正」が63％と前期から減少、

BSI は「-16」とやや上昇。 

○先行きの7-9月期は、「-25」と低下の見通し。 

【非製造業】 

○足元の令和6年4-6月期は「適正」が75％と前期から減少、

BSIは「-10」と低下。 

○先行きの7-9月期は、「-14」と低下の見通し。 
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○令和6年5月1日時点での資金繰りの判断は、足元の同年

4-6月期において「適正」とする割合が73％（前期76％）、

「余裕がある」が8％、「余裕がない」が19％となった。 

○この結果、資金繰りに関する判断指数（BSI：「余裕があ

る」－「余裕がない」）は「-11」となり、前期の「-8」から低

下。 

○先行きの7-9月期は、「-16」と低下の見通し。 
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詳しくは… 統計表第11表（p25）

ポイント

概況

■図１２　自己企業の経営上の問題点（上位５項目）
【注】 横軸のローマ数字は、「Ⅰ＝1-3月期」「Ⅱ＝4-6月期」「Ⅲ＝7-9月期」「Ⅳ＝10-12月期」

９

　・全産業の上位3項目は「人手不足」、「原材料等価格高」、「人件費増大」。
　・製造業は「原材料等価格高」、非製造業は「人手不足」の割合が引き続き最大。

業種別の状況

 企業経営上の問題点（全産業）

令和6年5月1日時点での自己企業の経営上の問題点を尋ねたところ（15項目から3項目まで選択）、「人手不足」（65％）、「原材料等価格高」（50％）、

「人件費増大」（36％）、「売上・受注不振」（32％）、「競争激化」(32％)が上位5項目となった。 

【製 造 業】「原材料等価格高」が64％と最も割合が大きく、次いで「売上・受注不振」（53％）、「人手不足」（47％）の順。業種別に見る

と、「原材料等価格高」と回答した割合が最大なのは一般機械（86％）であり、「売上・受注不振」では金属製品（100％）、「人

手不足」では食料品、衣服・その他（71％）だった。 

【非製造業】「人手不足」が70％と最も割合が大きく、次いで、「原材料等価格高」（46％）、「競争激化」(38％)の順。業種別に見ると、「人

手不足」と回答した割合が最大なのはサービス業（80％）であり、「原材料等価格高」では運輸・通信業（56％）、「競争激化」

では建設業、卸売・小売業（50％）だった。 

0

20

40

60

80

II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II

R1 2 3 4 5 6年

（％） 全産業

人手不足

原材料等価格高

人件費増大

売上・受注不振

競争激化

0

20

40

60

80

100

II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II

R1 2 3 4 5 6年

（％） 製造業

原材料等価格高

売上・受注不振

人手不足

人件費増大

円安

0

20

40

60

80

II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II

R1 2 3 4 5 6年

（％） 非製造業

人手不足

原材料等価格高

競争激化

人件費増大

売上・受注不振

－15－
46



－16－ 

 10  自由記入欄の傾向                    

 本調査における全体の景況感としては、緩やかな持ち直しの動きが見られるものの、経常利益判断などはな

お弱めの動きが見られる。 

「企業経営上の問題点」を問う設問では人件費増大の項目が増加傾向にあったが（p.15）、「自由記入欄」に

も人件費の高騰を危惧するコメントが多く寄せられた。また、依然として人手不足や原材料費、光熱費等コスト

の高騰に関するコメントも多く見られ、「人件費増加などの商品価格転嫁が難しい」、「賃金を上げないといけな

いが、原資が無い」などの厳しい意見も寄せられた。 

 

＜製造業企業からの主なコメント＞ 

○ 食料品 

・ 原材料値上がり、人件費増加などの商品価格転嫁が難しい。 

・ 製造経費として電気代の助成金がなくなり、５月以降で経費負担が見込まれる。包材、資材、原材料

の値上げ要請があり、市場の動向として、販売価格に転嫁できない。 

○ 金属製品 

・ 仕入価格上昇分は価格転嫁できるが、経費負担上昇分の価格転嫁は、受注少なく、競争もあり、難

しい。（特に、建築関係の物件が少ない） 

・ 受注がコロナ前に戻っていない。物価高騰とそれに伴う価格転嫁が十分に対応してもらえないため、

利益が出にくい状況が続いている。さらに人件費の大幅UPを実施しているので、労務費の価格転嫁

が実現できなければ、さらに利益が圧迫される。 

○ 一般機械 

・ 若手の人材確保が困難の状況。後継者育成が進まない。 

○ 電気機械 

・ 物価の高騰と人件費の毎年の上昇が経営上の大きな問題、これ以上経費が嵩むと事業を継続して

いくこと自体が困難。 

・ 受注も40％近く落ち込み大変不景気と思われます。円安により部材高騰もあり、中小企業は苦しんで

います。 

・ 円安の影響による部材価格の高騰を、販売価格になかなかONできない 

 

＜非製造業企業からの主なコメント＞ 

○ 建設業（関連業種含む） 

・ 物流の2024年問題、電気・燃料・資材の高騰についてこれからどのような影響が出るか 

・ 円安で燃料価格の値上がり。定年退職者の代替え社員の入社難 

・ 賃上げ、材料費の高騰など製造（工事）原価は上昇が続いているが価格転嫁は進んでいない。 

 

○ 運輸・通信業 

・ 売上高は、当面は堅調に推移する見通し。大型トラック運転手の高齢化と確保。人手確保のための

人件費増加  

・ 現状、大きなプラス要素や各顧客の荷動きも目立ったものはなく、前同対比で微増で推移。問題点と
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しては、人手不足、物流業界における2024年問題等、課題は多く、限られた戦力で対応すべく業務

の選択と集中をしなければならない。 

 

○ 卸売・小売業 

・ 人材が集まらない。求人の賃金を上げないと応募が来ないが、既存社員との逆転が起きるため、全

体の賃金を上げないといけないが、原資が無い。定年を65歳に延長した影響で、給与が高い人が

減らない為、若い世代への給与アップが難しい。 

・ ６月から電気代の政府補助がなくなるため激増する見込みで懸念される。 

・ 人件費の増加に伴い、人手不足によりひとりひとりのこなさなければならない仕事の量が増えていま

す。 

○ サービス業 

・ 人件費のアップを価格転嫁できるかが課題。 

・ 人材確保のため、いろいろなメディア等で募集をしているが、なかなか応募がない。現在員につい

ても、高齢化が厳しくなっている。また最低賃金アップに伴い、契約先と料金交渉を行っているが、

思っているような賃金アップに繋がる回答を得ることができていない。 

・ 想定程の売上減少はなかったものの、あいかわらずの仕入高と人手不足の為従業員の負担は増加

するものの、利益には結び付かない状況が続いています。 

 

○ その他産業 

・ 都市部の大企業を中心に賃上げの動きがあるが、地方の中小企業は賃上げ原資となる収益改善が

一向に進んでいない。初任給の格差は拡がり、地元志向の新卒学生がさらに減り、新規採用が非

常に厳しくなっている。地方の衰退は企業の衰退に連鎖しており、地方の企業努力だけでは限界が

ある。 

 

【別表】 産業分類表 

 

全産業 製造業 食料品 畜産食料品、水産食料品、パン・菓子、その他の食料品

衣服・その他 外衣・シャツ、下着類、和装製品、その他の繊維製品

パルプ・紙 紙、加工紙、紙製品、紙製容器

洋食器・刃物・手道具・金物類、建設用・建築用金属製品、

金属素形材製品、金属被覆

一般機械 はん用機械器具、生産品機械器具、業務用機械器具

電気機械 電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

飲料・たばこ・飼料、木材、家具、印刷、化学、鉄鋼、輸送用機械器具

プラスチック製品、皮革製品

非製造業 建設業 土木工事、建築工事、電気工事、管工事

運輸・通信業 道路旅客運送、道路貨物運送、通信

卸売・小売業 各種卸売・小売、百貨店・総合スーパー

放送、専門サービス、宿泊・飲食サービス、娯楽、廃棄物処理、

建物サービス、警備

その他産業 農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸、教育、医療、福祉

分類される業種産業名称

金属製品

その他製造業

サービス業

48



－18－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

統 計 表 

調 査 票 

 

 

 

 

 

 

統計表中の数値の単位は、BSIを除き、すべて％です。 
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■第１表　業界の景気判断　（全産業・業種別）

変わらない 上昇 下　降 不　明 ＢＳＩ 変わらない 上昇 下　降 不　明 ＢＳＩ 変わらない 上昇 下　降 不　明 ＢＳＩ

全　産　業 56 16 22 6 -6 63 12 11 15 1 54 21 5 20 16

製　造　業 58 12 26 3 -14 51 12 18 18 -6 34 30 4 32 26

　食料品 61 22 11 6 11 22 22 33 22 -11 17 61 6 17 56

　衣服･その他 43 0 29 29 -29 50 0 17 33 -17 17 33 17 33 17

　パルプ･紙 17 33 50 0 -17 50 0 33 17 -33 33 33 17 17 17

　金属製品 50 0 50 0 -50 83 0 0 17 0 17 33 0 50 33

　一般機械 50 13 38 0 -25 88 13 0 0 13 25 38 0 38 38

　電気機械 57 9 34 0 -26 59 9 12 21 -3 38 15 3 44 12

　その他 85 0 8 8 -8 54 15 15 15 0 62 8 0 31 8

非 製 造 業 56 17 21 7 -4 66 12 8 14 3 59 18 5 17 13

　建設業 62 14 24 0 -10 81 5 5 10 0 71 5 10 14 -5

　運輸･通信業 55 20 25 0 -5 63 16 11 11 5 53 26 0 21 26

　卸売･小売業 31 31 35 4 -4 54 13 17 17 -4 50 21 13 17 8

　サービス業 58 23 19 0 4 65 23 6 6 17 65 17 8 10 8

　その他 65 6 12 18 -6 67 7 7 20 0 57 21 0 21 21

■第２表　自己企業の売上高判断　―増減の状況・見通し―　（全産業・業種別）

変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ

全　産　業 47 24 29 -5 62 23 15 8 59 33 8 25

製　造　業 37 24 39 -15 56 23 21 2 46 41 13 29

　食料品 50 22 28 -6 28 33 39 -6 11 83 6 78

　衣服･その他 57 0 43 -43 67 17 17 0 67 33 0 33

　パルプ･紙 0 33 67 -33 33 33 33 0 17 33 50 -17

　金属製品 33 17 50 -33 100 0 0 0 40 60 0 60

　一般機械 25 13 63 -50 38 50 13 38 63 38 0 38

　電気機械 40 20 40 -20 76 15 9 6 59 28 13 16

　その他 38 38 23 15 62 15 23 -8 77 8 15 -8

非 製 造 業 49 24 27 -2 63 23 14 9 62 31 7 24

　建設業 57 14 29 -14 81 5 14 -10 81 10 10 0

　運輸･通信業 55 35 10 25 63 26 11 16 61 39 0 39

　卸売･小売業 35 31 35 -4 46 25 29 -4 42 38 21 17

　サービス業 45 29 27 2 69 19 13 6 59 33 9 24

　その他 53 20 27 -7 62 31 8 23 67 33 0 33

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期 令和6年10月～12月期

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期 令和6年10月～12月期
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■第３表　自己企業の売上高判断　－増減要因－　（全産業・業種別）

販売数量 販売価格 販売数量 販売価格 販売数量 販売価格 販売数量 販売価格

全　産　業 82 29 91 7 84 36 100 20

製　造　業 93 18 100 0 92 19 100 7

　食料品 100 25 100 0 100 17 100 14

　衣服･その他 ― ― 100 0 100 0 100 0

　パルプ･紙 100 0 100 0 100 0 100 0

　金属製品 100 100 100 0 ― ― ― ―

　一般機械 100 0 100 0 100 0 100 0

　電気機械 86 14 100 0 80 20 100 0

　その他 100 20 100 0 100 50 100 0

非 製 造 業 80 31 89 9 83 40 100 24

　建設業 33 33 83 0 100 0 100 67

　運輸･通信業 71 43 100 0 80 20 100 0

　卸売･小売業 88 38 100 0 100 17 100 14

　サービス業 79 36 77 23 78 56 100 0

　その他 100 0 100 0 75 50 100 100

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

■第４表　自己企業の経常利益判断　―増減の状況・見通し―　（全産業・業種別）

変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ

全　産　業 50 19 31 -12 57 17 25 -8 57 33 10 24

製　造　業 38 21 41 -20 52 21 28 -7 50 38 13 25

　食料品 41 29 29 0 29 29 41 -12 19 75 6 69

　衣服･その他 43 0 57 -57 50 17 33 -17 60 40 0 40

　パルプ･紙 17 17 67 -50 50 17 33 -17 33 33 33 0

　金属製品 0 20 80 -60 80 0 20 -20 20 60 20 40

　一般機械 25 13 63 -50 38 38 25 13 63 38 0 38

　電気機械 43 14 43 -29 67 18 15 3 66 22 13 9

　その他 54 31 15 15 54 15 31 -15 77 8 15 -8

非 製 造 業 53 19 28 -10 59 17 25 -8 59 32 9 23

　建設業 57 10 33 -24 67 10 24 -14 80 5 15 -10

　運輸･通信業 50 30 20 10 63 26 11 16 72 28 0 28

　卸売･小売業 35 23 42 -19 54 21 25 -4 42 38 21 17

　サービス業 51 22 27 -4 71 13 17 -4 57 28 15 13

　その他 62 15 23 -8 50 17 33 -17 55 45 0 45

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期

増 加 要 因 減 少 要 因 増 加 要 因 減 少 要 因

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期 令和6年10月～12月期

20 ページ
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■第５－１表 自己企業の経常利益判断―増減要因 令和6年4月～6月期 (全産業・業種別）

販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他 販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他

全　産　業 87 32 0 0 0 3 70 12 30 21 1 9

製　造　業 87 35 0 0 0 0 85 8 25 27 4 9

　食料品 100 20 0 0 0 0 80 20 0 40 0 0

　衣服･その他 ― ― ― ― ― ― 75 0 50 50 0 0

　パルプ･紙 100 0 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0

　金属製品 100 100 0 0 0 0 75 0 25 25 0 25

　一般機械 100 0 0 0 0 0 100 0 0 20 0 0

　電気機械 80 40 0 0 0 0 87 7 33 20 7 13

　その他 75 50 0 0 0 0 50 0 50 100 0 0

非 製 造 業 87 31 0 0 0 4 66 13 31 20 0 9

　建設業 50 50 0 0 0 0 71 14 29 29 0 0

　運輸･通信業 83 33 0 0 0 0 100 0 0 25 0 25

　卸売･小売業 100 33 0 0 0 17 64 9 18 9 0 27

　サービス業 82 36 0 0 0 0 46 23 46 31 0 0

　その他 100 0 0 0 0 0 100 0 33 0 0 0

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

■第５－２表 自己企業の経常利益判断－増減要因 令和6年7月～9月期 (全産業・業種別）

販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他 販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他

全　産　業 86 21 0 1 0 0 61 6 35 25 0 9

製　造　業 77 28 0 7 0 0 88 6 18 42 0 1

　食料品 80 20 0 20 0 0 86 14 14 29 0 0

　衣服･その他 100 0 0 0 0 0 50 0 50 50 0 0

　パルプ･紙 100 0 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0

　金属製品 ― ― ― ― ― ― 0 0 100 0 0 100

　一般機械 100 0 0 0 0 0 100 0 0 50 0 0

　電気機械 67 33 0 0 0 0 100 0 20 60 0 0

　その他 100 50 0 0 0 0 75 0 25 50 0 0

非 製 造 業 89 20 0 0 0 0 54 7 39 21 0 10

　建設業 100 0 0 0 0 0 40 20 40 40 0 0

　運輸･通信業 60 20 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0

　卸売･小売業 100 0 0 0 0 0 67 17 17 17 0 50

　サービス業 83 50 0 0 0 0 50 0 50 38 0 0

　その他 100 0 0 0 0 0 50 0 50 0 0 0

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

増　　加　　要　　因 減　　少　　要　　因

増　　加　　要　　因 減　　少　　要　　因

21 ページ

52



■第６表　自己企業の生産数量の判断(製造業)

変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ

製　造　業 34 23 43 -20 54 22 24 -1

　食料品 47 20 33 -13 31 25 44 -19

　衣服･その他 57 0 43 -43 50 33 17 17

　パルプ･紙 0 33 67 -33 33 33 33 0

　金属製品 33 17 50 -33 100 0 0 0

　一般機械 25 13 63 -50 38 50 13 38

　電気機械 38 18 44 -26 73 18 9 9

　その他 31 38 31 8 54 15 31 -15

■第７表　在庫水準の判断　（製造業、卸売・小売業） ■第８表　自己企業の生産設備の規模判断　（製造業）

適正 過大 不足 ＢＳＩ 適正 過大 不足 ＢＳＩ

製　造　業 70 26 4 22 78 20 1 19 適正 過大 不　足 ＢＳＩ

　食料品 47 47 6 41 59 35 6 29 製　造　業 68 21 11 10

　衣服･その他 86 14 0 14 83 17 0 17 　食料品 69 19 13 6

　パルプ･紙 83 17 0 17 83 17 0 17 　衣服･その他 57 43 0 43

　金属製品 67 33 0 33 83 17 0 17 　パルプ･紙 83 0 17 -17

　一般機械 50 25 25 0 88 13 0 13 　金属製品 100 0 0 0

　電気機械 70 27 3 24 76 24 0 24 　一般機械 50 13 38 -25

　その他 100 0 0 0 100 0 0 0 　電気機械 56 38 6 32

卸売・小売業 83 9 9 0 86 0 14 -14 　その他 77 15 8 8

生　産　設　備

生　　　　産　　　　数　　　　量

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期

令和6年4月末時点
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■第９―１表　設備投資の動向（全産業・業種別） 令和6年1月～3月期

実施しない 実施した 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施    設

全　産　業 72 28 32 27 74 1 11 8 2 0

製　造　業 80 20 31 57 50 8 0 0 0 0

　食料品 83 17 67 100 33 0 0 0 0 0

　衣服･その他 100 0 ― ― ― ― ― ― ― ―

　パルプ･紙 50 50 33 67 67 0 0 0 0 0

　金属製品 67 33 50 50 0 0 0 0 0 0

　一般機械 100 0 ― ― ― ― ― ― ― ―

　電気機械 80 20 14 43 57 14 0 0 0 0

　その他 85 15 50 50 50 0 0 0 0 0

非 製 造 業 70 30 32 23 77 0 12 9 2 0

　建設業 86 14 33 33 33 0 0 33 0 0

　運輸･通信業 80 20 25 25 50 0 0 25 0 0

　卸売･小売業 77 23 17 33 33 0 17 17 17 0

　サービス業 76 24 33 0 83 0 0 8 0 0

　その他 53 47 38 38 100 0 25 0 0 0

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施状況。「投資目的」は、分母を「実施した」と回答した事業所数としている

■第９―２表　設備投資の動向（全産業・業種別） 令和6年4月～6月期

実施しない 実施した 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

（する） 力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施    設

全　産　業 70 30 25 37 85 0 12 3 4 0

製　造　業 72 28 45 48 65 2 2 0 0 0

　食料品 78 22 75 75 75 0 0 0 0 0

　衣服･その他 100 0 ― ― ― ― ― ― ― ―

　パルプ･紙 17 83 40 40 60 20 20 0 0 0

　金属製品 83 17 0 100 0 0 0 0 0 0

　一般機械 63 38 67 0 33 0 0 0 0 0

　電気機械 80 20 43 29 57 0 0 0 0 0

　その他 77 23 0 100 100 0 0 0 0 0

非 製 造 業 69 31 22 35 88 0 13 4 5 0

　建設業 76 24 20 40 80 0 0 20 0 0

　運輸･通信業 75 25 20 20 80 0 0 20 0 0

　卸売･小売業 73 27 43 43 57 0 0 0 29 0

　サービス業 82 18 0 22 100 0 11 0 0 0

　その他 56 44 29 43 100 0 29 0 0 0

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施状況（見通し）。「投資目的」は、分母を「実施した（する）」と回答した事業所数としている

設備投資の実施 投　　　　　　　資　　　　　　　　目　　　　　　　的

設備投資の実施 投　　　　　　　資　　　　　　　　目　　　　　　　的
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■第９―３表　設備投資の動向（全産業・業種別） 令和6年7月～9月期

実施しない 実施する 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施    設

全　産　業 73 27 32 37 84 0 14 7 0 0

製　造　業 69 31 27 41 79 2 2 0 0 0

　食料品 67 33 50 50 67 0 0 0 0 0

　衣服･その他 86 14 100 100 0 0 0 0 0 0

　パルプ･紙 20 80 50 50 75 25 25 0 0 0

　金属製品 67 33 0 0 100 0 0 0 0 0

　一般機械 75 25 0 100 50 0 0 0 0 0

　電気機械 83 17 17 17 83 0 0 0 0 0

　その他 69 31 0 75 100 0 0 0 0 0

非 製 造 業 74 26 34 36 85 0 17 8 0 0

　建設業 90 10 100 100 0 0 0 50 0 0

　運輸･通信業 84 16 33 0 67 0 0 33 0 0

　卸売･小売業 88 12 67 33 67 0 0 33 0 0

　サービス業 86 14 0 29 86 0 14 0 0 0

　その他 50 50 38 38 100 0 25 0 0 0

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施見通し。「投資目的」は、分母を「実施する」と回答した事業所数としている

■第１０表　資金繰りの判断　（全産業・業種別）

適正 余裕がある 余裕がない ＢＳＩ 適正 余裕がある 余裕がない ＢＳＩ

全　産　業 73 8 19 -11 74 5 21 -16

製　造　業 63 10 26 -16 66 4 30 -25

　食料品 59 12 29 -18 59 6 35 -29

　衣服･その他 57 0 43 -43 83 0 17 -17

　パルプ･紙 100 0 0 0 100 0 0 0

　金属製品 50 33 17 17 67 17 17 0

　一般機械 75 13 13 0 63 0 38 -38

　電気機械 54 9 37 -29 56 6 38 -32

　その他 67 8 25 -17 75 0 25 -25

非 製 造 業 75 8 17 -10 76 5 19 -14

　建設業 70 5 25 -20 75 0 25 -25

　運輸･通信業 75 0 25 -25 68 0 32 -32

　卸売･小売業 68 12 20 -8 79 4 17 -13

　サービス業 73 13 15 -2 72 9 19 -11

　その他 82 6 12 -6 80 7 13 -7

設備投資の実施 投　　　　　　　資　　　　　　　　目　　　　　　　的

令和6年4月～6月期 令和6年7月～9月期

24 ページ
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■第１１表　企業経営上の問題点（全産業・業種別) 令和6年5月1日現在

生産設備 生産設備 人手過剰 人手不足 代　　金 金    利 原材料品 競争激化 売    上 仕入商品 製品販売 原材料等 人 件 費 円    高 円    安

過　　剰 不　　足 回 収 難 負 担 増 不    足 受注不振 不    足 価 格 安 価 格 高 増    大

全　産　業 0 4 1 65 0 5 1 32 32 1 8 50 36 0 10

製　造　業 1 7 0 47 0 1 3 12 53 2 14 64 33 0 19

　食料品 0 12 0 71 0 0 12 12 18 0 12 82 29 0 12

　衣服･その他 14 14 0 71 0 0 14 14 29 0 0 71 29 0 14

　パルプ･紙 0 17 0 67 0 0 0 17 50 0 0 67 33 0 17

　金属製品 0 0 0 20 0 0 0 20 100 20 20 40 40 0 20

　一般機械 0 14 0 43 0 0 0 14 57 0 14 86 14 0 0

　電気機械 3 3 0 24 0 3 0 6 73 3 24 48 36 0 27

　その他 0 0 0 54 0 0 0 15 54 0 8 62 38 0 23

非 製 造 業 0 4 1 70 1 6 0 38 26 1 7 46 37 0 8

　建設業 0 5 0 75 0 0 0 50 50 0 0 50 25 0 5

　運輸･通信業 0 0 0 67 6 0 0 11 22 0 6 56 56 0 11

　卸売･小売業 0 0 4 65 0 0 0 50 35 4 0 50 42 0 4

　サービス業 0 2 2 80 0 2 2 22 24 0 4 41 59 0 2

　その他 0 7 0 64 0 14 0 43 14 0 14 43 21 0 14

■第１２表　円相場の影響　（全産業・業種別）

な　い 為替損益 輸出増減 価格変動 その他 為替損益 輸出増減 価格変動 その他 為替損益 輸出増減 価格変動 その他

円高 円安 圧　力 圧　力 圧　力

全　産　業 70 1 29 68 0 0 0 33 0 35 31 34 0 33 29

製　造　業 61 3 36 100 0 0 0 55 0 28 18 58 0 26 16

　食料品 61 6 33 100 0 0 0 50 0 33 17 57 0 29 14

　衣服･その他 71 0 29 ― ― ― ― 50 0 50 0 50 0 50 0

　パルプ･紙 50 0 50 ― ― ― ― 33 0 67 0 33 0 67 0

　金属製品 83 0 17 ― ― ― ― 0 0 100 0 0 0 100 0

　一般機械 63 0 38 ― ― ― ― 33 0 33 33 33 0 33 33

　電気機械 54 5 41 100 0 0 0 60 0 27 13 65 0 24 12

　その他 69 0 31 ― ― ― ― 50 0 0 50 50 0 0 50

非 製 造 業 72 1 27 50 0 0 0 26 0 37 35 27 0 36 34

　建設業 86 0 14 ― ― ― ― 33 0 33 33 33 0 33 33

　運輸･通信業 70 0 30 ― ― ― ― 0 0 50 50 0 0 50 50

　卸売･小売業 69 0 31 ― ― ― ― 0 0 75 13 0 0 75 13

　サービス業 80 4 16 50 0 0 0 25 0 25 50 30 0 20 40

　その他 65 0 35 ― ― ― ― 50 0 17 33 50 0 17 33

【注】「影響の内容」は、分母を「円相場の影響」において「ある」と回答した事業所数としている

円相場の影響 円高の影響 円安の影響

あ　る

合計

25 ページ
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■第１３表　輸出割合

な　い あ　る 0～20% 21～40% 41～60% 61～80% 81～100%

全　産　業 94 6 81 10 0 4 4

製　造　業 80 20 65 19 0 8 8

　食料品 78 22 100 0 0 0 0

　衣服･その他 86 14 100 0 0 0 0

　パルプ･紙 83 17 0 100 0 0 0

　金属製品 67 33 100 0 0 0 0

　一般機械 63 38 100 0 0 0 0

　電気機械 80 20 43 29 0 14 14

　その他 92 8 100 0 0 0 0

非 製 造 業 98 2 100 0 0 0 0

　建設業 100 0 ― ― ― ― ―

　運輸･通信業 95 5 100 0 0 0 0

　卸売･小売業 96 4 100 0 0 0 0

　サービス業 94 6 100 0 0 0 0

　その他 100 0 ― ― ― ― ―

【注】「輸出の割合」は、分母を「輸出の有無」において「ある」と回答した事業所数としている

輸出の有無 輸出の割合

26 ページ
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（裏面へ続きます）

令和6年
1～3月期

1～3月期は

合理化
・

省力化

既存設
備の補
修・更新

研究
開発

令和6年 目的
4～6月期

4～6月期は （いくつ
でも ）令和6年

7～9月期
7～9月期は

その他

しない する(した)

(令和6年4～6月期に比べ) （２つ以内）
7～9月期

(令和6年7～9月期に比べ)

新規
事業

事務所
倉庫等
の建築

福利
厚生
施設

令和6年10～12月期は

４　設備投資について（全産業）

総額１千万円以上
の投資を

生産力
販売力
の強化

販売
価格

人件
費

原材
料費

金利
負担

その
他

(令和6年1～3月期に比べ)
4～6月期

令和6年4～6月期は 増減要因

販売
数量

令和6年7～9月期は

(令和6年7～9月期に比べ)

令和6年10～12月期は

３　経常利益について（全産業）

変わらない 増加 減少

販売
価格

(令和6年1～3月期に比べ)
4～6月期

令和6年4～6月期は 増減要因

(令和6年4～6月期に比べ)
7～9月期

令和6年7～9月期は

令和6年7～9月期は

(令和6年7～9月期に比べ)

令和6年10～12月期は

＜以下は、あなたの事業所についておたずねします。＞

２　売上高について（全産業）

変わらない 増加 減少
販売
数量

１　業界の景気について（全産業）

変わらない 上昇 下降 不明

(令和6年1～3月期に比べ)

令和6年4～6月期は

(令和6年4～6月期に比べ)

事業所の名称

所在地 （〒　　　　ー　　　　　　　）

主な事業の内容 （出荷額、販売額が最大のものを記入してください）

回答者 職氏名 （電話　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　この調査は、鳥取県統計調査条例に基づき鳥取県が実施する県単独調査です。
　秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。

＜あなたの判断、見通しを、該当する欄に ○ をしてください。＞

連

絡

先

鳥取県庁統計課
　〒680-8570  鳥取市東町1-220
　電話 0857-26-7104
　FAX  0857-23-5033

令和6年第2回

鳥取県企業経営者見通し調査票 調査基準日 令和6年5月1日

＜なるべく、事業所の経営者または責任者の方が記入してください。＞ 提 出 期 限 令和6年5月10日(金)

秘
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 御協力ありがとうございました。
御協力ありがとうございました。

１２　現在の景況感、企業経営上の問題点について記入してください。

41～60% 61～80% 81～100%

輸出比率
（１つ選択）ある

１１　輸出について（全産業）

輸出が

ない 0～20% 21～40%

ある
円高 為替損益 輸出増減

価格変動
圧力

その他（具体的に）
影響

円安
（１つ選択）

人件費増大 円高 円安

１０　対米ドル円相場の影響について（全産業）

円相場の影響が

ない

代金回収難 金利負担増 原材料不足 競争激化

売上・受注不振 仕入商品不足 製品・販売価格安 原材料・仕入価格高

９　企業経営上の問題点について（３つ以内）　（全産業）

生産設備過剰 生産設備不足 人手過剰 人手不足

適正 余裕がある 余裕がない

(令和6年1～3月期に比べ)

令和6年4～6月期は

(令和6年4～6月期に比べ)

令和6年7～9月期は

(令和6年1～3月期に比べ)

令和6年4～6月期は

(令和6年4～6月期に比べ)

令和6年7～9月期は

８　資金繰りについて　（全産業）

(令和6年4～6月期に比べ)

令和6年7～9月期は

７　製品・商品の在庫水準について　（製造業、卸売・小売業のみ）

適正 過大 不足

６　生産数量について　（製造業のみ）

変わらない 増加 減少

(令和6年1～3月期に比べ)

令和6年4～6月期は

５　生産設備について　（製造業のみ）

適正 過大 不足

令和6年4月末の状況
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令和 6年 4～6 月期調査 

 

 
 

 

令和 6 年 6 月 13 日 

 

財務省中国財務局 
鳥 取 財 務 事 務 所 

 
 

 
 

本調査についてのお問い合わせ先  

財務省中国財務局鳥取財務事務所  

財務課長 澤田  

電話  0857-26-2295  
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1． 調査の目的と根拠

2． 調査対象の範囲 資本金、出資金又は基金（以下「資本金」という。）１千万円以上の県内

所在法人（電気・ガス・水道業及び金融業・保険業は１億円以上）

3． 調査時点

4． 調査対象期間

次の3期について、それぞれ直前の四半期との比較又は期末判断を

調査した。

令和6年4～6月（又は6月末）の現状

令和6年7～9月（又は9月末）の見通し

令和6年10～12月（又は12月末）の見通し

令和5年度の実績

令和6年度の実績見込み

5． 調査対象企業数及び回収状況

（注）・大企業：資本金10億円以上

（注）・中堅企業：資本金1億円以上10億円未満

（注）・中小企業：資本金1千万円以上1億円未満

6． 調査方法

　調査票による郵送又はオンライン調査 （自計記入による）。

　 BSI （ビジネス・サーベイ・インデックス）は、前期と比較した「上昇」又は「下降」等の変化

方向別の回答企業数の構成比から、先行きの経済動向を予測する方法である。

 景況判断BSI = 「上昇」40.0％－「下降」30.0％＝10.0％ポイント

令和6年5月15日

（1） 判断調査 ・・・

（2） 計数調査 ・・・

区　　　分
製 造 業 非 製 造 業

● 調査の要領 ●

企業活動の現状と見通しに対する企業経営者の判断を調査し、地域の経済情勢

をより的確に把握するとともに、財政・経済政策運営上の基礎資料とすることを目的に

合 計

調査対象
企 業 数

回   答
企業数

回収率
（％）

調査対象
企 業 数

回   答
企業数

回収率
（％）

調査対象
企 業 数

回   答
企業数

回収率
（％）

統計法に基づく一般統計調査として実施。

100.0 10 10 100.0

中堅企業 10 10 100.0 15 15

大 企 業 2 2 100.0 8 8

100.0 25 25 100.0

95.5

合　　　計 36 36 100.0 66 63

中小企業 24 24 100.0 43 40 93.0 67 64

95.5 102 99 97.1

（参考）

［例］　　「景況判断」の場合
　　　　　前期と比べて「上昇」と回答した企業の構成比…40.0％
　　　　　　　　　　　　　 「不変」と回答した企業の構成比…25.0％
　　　　　　　　　　　　　 「下降」と回答した企業の構成比…30.0％
　　　　　　　　　　　　　 「不明」と回答した企業の構成比…  5.0％
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1．景況判断

（1）現状判断

　現状（6年4～6月期）の景況判断BSIは、▲1.0％ポイントと「下降」超幅が縮小している。

　業種別 　【製造業】

　【非製造業】

　規模別 　【大企業】

　【中堅企業】

　【中小企業】

（2）先行き見通し

　業種別 　【製造業】

　【非製造業】

　規模別 　【大企業】

　【中堅企業】

　【中小企業】

【景況判断BSI】

（ BSI ： 前期比判断「上昇」-「下降」社数構成比 ） （％ポイント）

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

(注)　（　）書きは前回調査（令和6年1～3月期）での見通し

【景況判断BSIの推移（全産業）】

翌期：「上昇」超となる

▲8.3％ポイントと「下降」超幅が縮小

3.2％ポイントと「上昇」超幅が縮小

「上昇」と「下降」が拮抗

▲12.0％ポイントと「下降」超幅が拡大

3.1％ポイントと「上昇」超となる

翌期：「下降」超幅が縮小

翌期：「上昇」超幅が縮小

　先行きについては、翌期（6年7～9月期）は「上昇」と「下降」が拮抗し、翌々期（6年10～

12月期）は「上昇」超となる見通しとなっている。

区分 社数
前回調査 現状判断 見通し

令和6年1～3月 令和6年4～6月 令和6年7～9月 令和6年10～12月

▲ 1.0 ▲ 3.2

翌期：「上昇」超に転じる

翌期：「下降」超に転じる

0.0 0.0 2.0

0.0 0.0

0.0 3.2

業
種
別

製造業 36 ▲ 17.1 ▲ 8.3

全産業 99

1.6

規
模
別

大企業 10 ▲ 10.0 0.0

非製造業 63 5.1 3.2 ▲ 3.4

▲ 2.9 ▲ 2.8

▲ 3.2

10.0

中堅企業 25 ▲ 7.4 ▲ 12.0 11.1 4.0 0.0 0.0

▲ 10.0 10.0 ▲ 10.0

1.8 1.6中小企業 64 0.0 3.1 ▲ 8.8 ▲ 3.1

26.9 25.8 24.5

17.0
22.2

8.1
10.1

▲ 22.6 ▲ 22.6

▲ 16.0
▲ 20.2

▲ 23.2

▲ 8.1 ▲ 8.1

(▲3.2)
(0.0)

4.3 3.2
8.5

▲ 3.2 ▲ 1.0

0.0 2.0

▲ 40

▲ 20

0

20

40

4∼6 7∼9 10∼12 1∼3 4∼6 7∼9 10∼12

5年 6年

上
昇

下
降

（％ポイント）
（現状判断） （見通し）

(注） - - - 線、（ ）書きは前回調査(令和6年1～3月期）での見通し
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2．企業収益

（1） 売上高

6年度は、前年度比▲2.5％の減収見込みとなっている。

（2） 経常利益

6年度は、前年度比▲20.1％の減益見込みとなっている。

3．設備投資

　運輸・郵便などで増加するものの、農林
水産、金融・保険などで減少することか
ら、全体としては▲51.1％の減少見込みと
なっている。

【 非 製造業 】

　サービスなどで増益となるものの、農林
水産、不動産などで減益となることから、
全体としては▲15.1％の減益見込みとなっ
ている。

6年度は、前年度比▲40.2％の減少見込みとなっている。

【 製 造 業 】

　食料品などで増加するものの、木材・木
製品、その他製造などで減少することか
ら、全体としては▲32.3％の減少見込みと
なっている。

【 非 製造業 】

　自動車・同附属品などで増益となるもの
の、情報通信機械、パルプ・紙などで減益
となることから、全体としては▲20.8％の
減益見込みとなっている。

【 製 造 業 】

  食料品などで増収となるものの、情報通
信機械、木材・木製品などで減収となるこ
とから、全体としては▲3.5％の減収見込み
となっている。

【 非 製造業 】

　農林水産などで減収となるものの、小
売、建設などで増収となることから、全体
としては1.5％の増収見込みとなっている。

【 製 造 業 】

(注） 1．ソフトウェア含む、土地除く

2．（ ）書きは前回（令和6年1～3月期）調査結果

▲ 2.5
▲ 3.5

1.5

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

（％）

全産業 非製造業製造業

(0.8）

(注） 1．電気・ガス・水道業及び金融業・保険業を除く

2．（ ）書きは前回（令和6年1～3月期）調査結果

▲ 20.1 ▲ 20.8

▲ 15.1

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0
（％）

全産業 非製造業

(9.4)

製造業

(9.7)

(7.1）

(注） 1．電気・ガス・水道業及び金融業・保険業を除く

2．（ ）書きは前回（令和6年1～3月期）調査結果

▲ 40.2
▲ 32.3

▲ 51.1

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

（％）

非製造業全産業 製造業

(▲1.4)
(▲2.4)

【 売上高 前年度比 】

【 経常利益 前年度比 】

【 設備投資 前年度比 】

(▲4.4)

(3.9)
(5.1)
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4．雇用

（1）現状判断

　現状（6年6月末）の従業員数判断BSIは、34.4％ポイントと「不足気味」超幅が縮小している。

　業種別 【製造業】

【非製造業】

　規模別 【大企業】

【中堅企業】

【中小企業】

（2）先行き見通し

　先行きについては、翌期（6年9月末）、翌々期（6年12月末）とも「不足気味」超で推移する

　見通しとなっている。

　業種別 【製造業】

【非製造業】

　規模別 【大企業】

【中堅企業】

【中小企業】

【従業員数判断BSI】

（ BSI ： 期末判断「不足気味」-「過剰気味」社数構成比 ） （％ポイント）

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

(注)　（　）書きは前回調査（令和6年1～3月期）での見通し

【従業員数判断BSIの推移（全産業）】

27.3

中小企業 61 50.0 32.8 40.4 29.5 38.5 29.5

規
模
別

33.3

50.0 50.0 50.0

中堅企業 22 43.5 31.8 30.4 22.7 34.8

大企業 10 60.0 50.0 50.0

38.8 31.2

業
種
別

製造業 36 39.4 25.0 27.3 27.8 27.3

全産業 93 49.4 34.4 38.8 30.1

27.8

非製造業 57 55.8 40.4 46.2 31.6 46.2

区分 社数
前回調査 現状判断 見通し

令和6年3月末 令和6年6月末 令和6年9月末 令和6年12月末

翌期：｢不足気味｣超幅が拡大

翌期：｢不足気味｣超幅が縮小

翌期：｢不足気味｣超で推移

翌期：｢不足気味｣超幅が縮小

翌期：｢不足気味｣超幅が縮小

25.0％ポイントと「不足気味」超幅が縮小

40.4％ポイントと「不足気味」超幅が縮小

50.0％ポイントと「不足気味」超幅が縮小

31.8％ポイントと「不足気味」超幅が縮小

32.8％ポイントと「不足気味」超幅が縮小

▲ 8.1 ▲ 4.6 ▲ 3.6 ▲ 2.4 ▲ 6.5 ▲ 2.2 ▲ 3.2

48.8 48.3
53.6 51.8

40.9 32.3 34.4(38.8) (38.8)

40.7 43.7
50.0 49.4

34.4 30.1 31.2

▲ 25

0

25

50

75

6月末 9月末 12月末 3月末 6月末 9月末 12月末

5年 6年

不
足
気
味

過
剰
気
味

（％ポイント）

(注） - - - 線、（ ）書きは前回調査(令和6年1～3月期）での見通し

（現状判断） （見通し）
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（1）今年度における設備投資のスタンス

（2）今年度における資金調達方法

5．参考資料

69.1%

63.0%

48.1%

32.1%

22.2%

19.8%

8.6%

7.4%

0.0%

6.2%

58.3%

56.9%

45.8%

37.5%

31.9%

18.1%

9.7%

4.2%

0.0%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

省力化合理化

維持更新

生産（販売）能力の拡大

製（商）品・サービスの質的向上

情報化への対応

環境対策

新事業への進出

研究開発

海外投資

その他

令和6年度調査結果

令和5年度調査結果

（注） 10項目中3項目以内の複数回答による回答社数構成比

71.4%

59.7%

33.8%

27.3%

13.0%

5.2%

3.9%

3.9%

1.3%

6.5%

65.7%

65.7%

34.3%

29.9%

6.0%

6.0%

1.5%

6.0%

6.0%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間金融機関

内部資金

公的機関

リース

資産の売却

企業間信用

資産の流動化・証券化

社債の発行

株式の発行

その他

令和6年度調査結果

令和5年度調査結果

（注） 10項目中3項目以内の複数回答による回答社数構成比
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 1 / 2 
 

令和６年度「最低賃金に関する基礎調査」の概要 

 

 

１ 調査の目的 

   この調査は、中小企業又は事業所の労働者の賃金の実態等を把握し、鳥

取地方最低賃金審議会における最低賃金の決定、改正等の審議に資するこ

とを目的とする。 

 

 

２ 調査の地域 

   鳥取県の全域 

 

３ 調査対象産業及び事業所規模 

（１）E 製造業            １人～９９人 

（２）G 情報通信業のうち新聞業、出版業   １人～９９人 

（３）I 卸売業，小売業           １人～２９人 

（４）L 学術研究，専門・技術サービス業   １人～２９人 

（５）M 宿泊業，飲食サービス業       １人～２９人 

（６）N 生活関連サービス業，娯楽業      １人～２９人 

（７）P 医療，福祉                         １人～２９人 

（８）R サービス業（他に分類されないもの）  １人～２９人 

 

４ 調査事項 

（１）事業所に関する事項 

(ア)事業所の名称及び所在地 

(イ)事業所の主要な生産品の名称又は事業の内容 

(ウ)法人番号 

(エ)事業所の労働者数 

（２）労働者に関する事項 

(ア)性 

(イ)就業形態 

(ウ)年齢 

(エ)勤続年数 

(オ)職種又は仕事の内容(特定最低賃金の審議のために調査が必要な事業

所に限る) 

(カ)当年６月分の基本給の賃金形態及びその金額(見込額) 

(キ)当年６月分の精皆勤手当、通勤手当、家族手当、その他の手当(各見込

額) 

(ク)当年６月分の月間所定労働日数 
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(ケ)当年６月分の１日の所定労働時間数 

 

５ 集計する事項、結果の公表 

（１）集計事項 

(ア)産業、就業形態、賃金階級、事業所規模・年齢階級別労働者数  

(イ)産業、就業形態、賃金階級、性、年齢階級別労働者数  

（２）結果の公表 

    鳥取地方最低賃金審議会における最低賃金の決定、改正の審議の参考

資料として用い、事業所個別の情報は公表しない。 

（３）１時間当たり所定内賃金額の算定 

（A）月間所定内賃金額÷(B)月間所定労働時間数（円未満四捨五

入） 

(A)月間所定内賃金額（精皆勤手当、通勤手当、家族手当を除く） 

月給＝基本給額＋その他の手当 

日給＝（基本給額×月間所定労働日数）＋その他の手当 

時間給＝（基本給額×月間所定労働日数×１日の所定労働時間

数） 

＋その他の手当 

(B)月間所定労働時間数 

１日の所定労働時間数×月間所定労働日数 

 

  ※ なお、「鳥取県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通

信機械器具製造業最低賃金」、「鳥取県各種商品小売業最低賃金」について

は、別に集計を行うこととする。 
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(総計) (大計) (中計　明細)

　

02

最 低 賃 金 に 関 す る 基 礎 調 査 対 象 産 業 表

03

05
Ｌ 学術研究，専門・技術
サービス業
《規模 30人未満》

Ｍ 宿泊業，飲食サービス
業
《規模 30人未満》

（令和６年度）

04

06

01

金属製品製造業（E24）

はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業（E25・E26）

電気計測器製造業（E297）

上記以外の地域最賃適用製造業（E16～E20・E32）

調
 
 
 
 
 
 
査
 
 
 
 
 
 
産
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
計

07
Ｎ 生活関連サービス業，
娯楽業
《規模 30人未満》

地
 
 
域
 
 
最
 
 
賃
 
 
対
 
 
象
 
 
産
 
 
業

01
産業別最低賃金適用除外
労働者

Ｇ 情報通信業のうち新聞
業、出版業
《規模 100人未満》

Ｉ　卸売業，小売業
《規模 30人未満》

09
Ｒ　サービス業（他に分
類されないもの）
《規模 30人未満》

Ｐ 医療, 福祉
 《規模 30人未満》

08

02
Ｅ 製造業
《規模 100人未満》

特
定
最
賃
対
象
産
業

10
電子部品・デバイス・電
子回路製造業
《規模 100人未満》

11
電気機械器具製造業
《規模 100人未満》

12
情報通信機械器具製造業
《規模 100人未満》

13 各種商品小売業

年齢、技能習得中（雇入れ後６か月未満）、業務による除外労働者

新聞業、出版業（G413・G414）

卸売業（I50～I55）
小売業（I57～I61）

宿泊業（M75）
飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業（M76・M77）

医療業、保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事業（P83・P84・P85）

洗濯・理容・美容・浴場業（N78）

その他の生活関連サービス業（N79）

娯楽業（N80）

食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業（E09・E10）

繊維工業（E11）

木材・木製品製造業（家具を除く）（E12）

家具・装備品製造業（E13）

パルプ･紙･紙加工品製造業、印刷･同関連業（E14・E15）

窯業・土石製品製造業（E21）

鉄鋼業、非鉄金属製造業、業務用機械器具製造業、輸送用機械器具製造業
（E22・E23・E27・E31）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（E28）

電気機械器具製造業（E29（E297は除く））

情報通信機械器具製造業（E30）

各種商品小売業（I56）

学術・開発研究機関、専門サービス業、広告業、技術サービス業（L71～L74）

廃棄物処理業（R88）

機械等修理業（R90）

職業紹介・労働者派遣業（R91）

その他の事業サービス業（R92）

上記以外のサービス業（R93～R96）

自動車整備業（R89）

71



一
時
間
当

た
り
の
賃

賃
金
上

昇
率

一
時
間
当

た
り
の
賃

賃
金
上

昇
率

一
時
間
当

た
り
の
賃

賃
金
上

昇
率

D
ラ
ン
ク

1
,1
8
2
円

0
.9
%

1
,3
0
2
円

0
.9
%

8
7
6
円

0
.9
%

合
計

1
,3
6
9
円

1
.1
%

1
,5
3
4
円

1
.1
%

1
,0
2
4
円

1
.1
%

D
ラ
ン
ク

1
,1
7
1
円

0
.9
%

1
,2
8
9
円

1
.1
%

8
8
2
円

0
.2
%

合
計

1
,3
8
0
円

0
.9
%

1
,5
3
5
円

1
.0
%

1
,0
4
2
円

0
.6
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
0
2
円

0
.9
%

1
,3
0
9
円

0
.8
%

9
4
0
円

0
.9
%

合
計

1
,3
6
0
円

1
.1
%

1
,5
1
2
円

1
.0
%

1
,0
3
8
円

1
.3
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
1
3
円

0
.9
%

1
,3
2
2
円

1
.0
%

9
4
9
円

1
.0
%

合
計

1
,3
7
8
円

1
.3
%

1
,5
3
2
円

1
.3
%

1
,0
5
1
円

1
.3
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
4
6
円

1
.3
%

1
,3
7
9
円

1
.0
%

9
2
1
円

2
.0
%

合
計

1
,4
2
3
円

1
.4
%

1
,6
1
0
円

1
.4
%

1
,0
6
8
円

1
.5
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
3
0
円

1
.9
%

1
,3
9
2
円

1
.8
%

9
6
6
円

2
.5
%

合
計

1
,4
5
5
円

1
.3
%

1
,6
8
4
円

1
.0
%

1
,0
8
4
円

1
.8
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
5
4
円

0
.9
%

1
,3
9
4
円

0
.9
%

9
6
8
円

1
.0
%

合
計

1
,4
1
8
円

1
.2
%

1
,6
3
1
円

1
.0
%

1
,0
6
4
円

1
.7
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
0
2
円

0
.3
%

1
,3
2
4
円

0
.5
%

9
7
4
円

-
0
.2
%

合
計

1
,3
7
1
円

0
.4
%

1
,5
4
8
円

0
.5
%

1
,1
0
6
円

0
.2
%

D
ラ
ン
ク

1
,2
2
5
円

1
.9
%

1
,3
5
1
円

2
.0
%

9
8
9
円

1
.5
%

合
計

1
,3
9
2
円

1
.5
%

1
,5
7
1
円

1
.5
%

1
,1
2
3
円

1
.5
%

C
ラ
ン
ク

1
,2
2
4
円

(1
,1
9
9
円
)

2
.1
%

1
,3
3
7
円

(1
,3
1
2
円
)

1
.9
%

1
,0
2
8
円

(1
.0
0
3
円
)

2
.5
%

合
計

1
,4
2
9
円

(1
,3
9
9
円
)

2
.1
%

1
,6
0
4
円

(1
,5
7
2
円
)

2
.0
%

1
,1
6
5
円

(1
,1
4
1
円
)

2
.1
%

1
.3
%
5
4
8
.6
兆
円

1
.0
%

令
和
４
年

8
5
4
円

3
3
円

4
.0
2
%
1
7
.6
0
%
9
6
1
円

3
1
円

3
.3
0
%

5
6
0
.0
兆
円

2
.4
%
5
4
3
.2
兆
円

2
.2
%

令
和
３
年

8
2
1
円

2
9
円

3
.6
6
%
1
4
.6
5
%
9
3
0
円

2
8
円

3
.1
0
%

5
6
0
.0
兆
円

-
3
.2
%
5
2
9
.6
兆
円

-
4
.3
%

令
和
２
年

7
9
2
円

2
円

0
.2
5
%

4
.4
6
%
9
0
2
円

1
円

0
.1
1
%

5
3
9
.1
兆
円

1
.7
%

鳥
取
県
最
低
賃
金
額
と
全
国
加
重
平
均
最
低
賃
金
額
等
の
推
移
（
平
成
2
6
年
～
令
和
５
年
）

令
和
6
年
6
月
2
0
日

鳥
取
県

全
国

鳥
取
県

最
低
賃

金
額

引
上
げ

額
引
上
げ

率
影
響
率

全
国
加

重
平
均

最
低
賃

金
区
分

一
般
・
パ
ー
ト
計

一
般
労
働
者

パ
ー
ト
労
働
者

引
上
げ

額
引
上
げ

率

資
料
出
所
：
賃
金
改
定
状
況
調
査
結
果
（
第
4
表
）

1
6
円

2
.0
9
%

5
1
8
.8
兆
円

1
.6
%

平
成
2
7
年

6
9
3
円

1
6
円

2
.3
6
%

2
.8
4
%
7
9
8
円

2
.0
%
5
2
9
.8
兆
円

0
.3
%

平
成
2
6
年

6
7
7
円

1
3
円

1
.9
6
%

3
.1
5
%
7
8
0
円

2
5
円

3
.0
4
%

5
5
3
.1
兆
円

1
.6
%
5
5
1
.2
兆
円

1
8
円

2
.3
1
%

5
3
8
.0
兆
円

3
.7
%
5
3
8
.1
兆
円

1
0
.3
0
%
8
7
4
円

2
6
円

3
.0
7
%

5
5
6
.6
兆
円

（
注
）
令
和
５
年
度
よ
り
最
低
賃
金
の
目
安
額
を
示
す
都
道
府
県
の
ラ
ン
ク
区
分
を
現
在
の
４
区
分
か
ら
３
区
分
に
減
少
さ
せ
る
こ
と
に
伴
い
、
鳥
取
県
は
Ｄ
ラ
ン
ク
か
ら
Ｃ
ラ
ン
ク
と
さ
れ
た
た
め
令
和
５
年
度
よ
り
Ｃ
ラ
ン
ク
の
数

　
　
　
値
を
記
載
し
て
い
る
。
（
）
内
は
令
和
４
年
度
の
Ｃ
ラ
ン
ク
の
数
値
を
記
載
し
て
い
る
。

2
5
円

3
.1
3
%

5
4
4
.4
兆
円

1
.2
%
5
4
2
.1
兆
円

0
.8
%

平
成
2
8
年

7
1
5
円

2
2
円

3
.1
7
%

5
.5
1
%
8
2
3
円

平
成
2
9
年

7
3
8
円

2
3
円

3
.2
2
%

9
.3
9
%
8
4
8
円

7
9
0
円

2
8
円

3
.6
7
%

8
.8
0
%
9
0
1
円

0
.6
%
5
5
4
.8
兆
円

0
.6
%

平
成
3
0
年

7
6
2
円

2
4
円

3
.2
5
%

5
.7
%
5
5
8
.7
兆
円

1
.9
%

名
目

Ｇ
Ｄ
Ｐ

前
年
比

実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ

前
年
比

資
料
出
所
：
内
閣
府
「
国
民
経
済
計
算
」

令
和
５
年

9
0
0
円

4
6
円

5
.3
9
%
1
5
.0
3
%
1
0
0
4
円

4
3
円

4
.4
7
%

5
9
1
.8
兆
円

2
7
円

3
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5
5
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円

0
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%
5
5
2
.5
兆
円

-
0
.4
%

令
和
元
年
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（ 鳥取 ）局

１　広報活動実績（入力欄）

自治体数（件） 自治体数（件）

都道府県 1 都道府県 1

市区町村 19 市区町村 19

依頼（件） 掲載（件） 依頼（件） 掲載（件）

（都道府県）地域別最低賃金 1 0 1 1

（都道府県）特定最低賃金 1 0 1 1

（都道府県）業務改善助成金 1 0 1 1

（市区町村）地域別最低賃金 19 17 19 12

（市区町村）特定最低賃金 19 11 19 8

（市区町村）業務改善助成金 19 0 19 2

地域別最低賃金 4 1

特定最低賃金 4 1

業務改善助成金 4 1

地域別最低賃金 2 1

特定最低賃金 2 0

地域別最低賃金 75 7

特定最低賃金 8 3

業務改善助成金 78 1

地域別最低賃金 0 0

特定最低賃金 0 0

地域別最低賃金 0 0

特定最低賃金 0 0

業務改善助成金 0 0

 ⑵新聞、テレビ、ラジオによる広報 依頼の有無 掲載の有無

新聞（全国紙） 0 0

新聞（地方紙） 1 1

テレビ 1 1

ラジオ 0 0

依頼（件） 掲載（件）

0 0

 ⑷①ポスター等による広報（本省作成分） ポスター配付先数 ポスター配付枚数
最低賃金改定
リーフレット等
配付先数

最低賃金リーフレット等
配付数

業務改善助成金リーフレット
配布先数

業務改善助成金リーフレット
配布数

国の行政機関 7 7 23 23 3 3

地方公共団体 44 44 44 1723 44 44

労働基準協会等 4 4 4 235 4 4

使用者団体又は労働団体 91 91 91 7720 91 91

派遣元事業主 0 0 69 69 69 69

教育機関等(専修学校・高校) 0 0 0 0 0 0

教育機関等(高専・大学) 4 4 4 4 4 4

教育機関等(上記以外) 4 4 4 4 0 0

民営職業紹介所 3 3 3 30 3 3

減額特例許可事業場 0 0 107 107 107 107

過去５年間の最賃重点監督における
違反事業場

0 0 92 92 92 92

その他 81 254 81 522 513 513

 ⑷②ポスター等による広報（独自作成分） 作成の有無 主体

ポスター 0 -

リーフレット 1 1

その他 0 -

 ⑸労働局ＨＰによる広報 有無

トップ画面への掲載 1

本省HP及び特設サイトとのリンク 1

 ⑹集団指導（局・署）による広報 回数等

回数 11

参加人数 230

事業場数 230

 ⑶求人情報誌による広報

使用者団体

教育機関等

その他

労働基準協会等

労働団体

令和５年度地域別最低賃金額及び業務改善助成金の周知・広報の実施結果等の報告

広報誌の発行数 ＨＰの開設数

 ⑴①広報誌による広報 ⑴②ＨＰによる広報

ＨＰへの広報依頼結果
広報誌、ＨＰの両方に
掲載がなされたもの

掲載（件）

0

広報誌への広報依頼結果

0

0

0

12

6
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監督実施
事業場数

違反
事業場数

違反率
監督実施
事業場数

違反
事業場数

違反率

147 10 6.8% 13,295 1,545 11.6%

107 11 10.3% 12,925 1,715 13.3%

131 21 16.0% 15,413 2,166 14.1%

174 21 12.1% 15,602 1,985 12.7%

166 32 19.3% 15,671 2,145 13.7%

165 31 18.8% 15,600 2,080 13.3%

162 16 9.9% 9,308 751 8.1%

147 22 15.0% 14,965 1,607 10.7%

155 32 20.6% 15,105 1,558 10.3%

174 25 14.4% 15,485 1,633 10.5%

監督実施事業
場の労働者数

最低賃金未満
の労働者数

最低賃金未満
労働者率

監督実施事業
場の労働者数

最低賃金未満
の労働者数

最低賃金未満
労働者率

1,504 17 1.1% 161,377 5,262 3.3%

1,309 23 1.8% 166,570 5,590 3.4%

1,219 55 4.5% 196,039 6,853 3.5%

2,557 68 2.7% 195,606 6,386 3.3%

2,754 71 2.6% 198,108 7,213 3.6%

2,166 57 2.6% 185,239 5,910 3.2%

2,029 36 1.8% 96,730 1,680 1.7%

945 34 3.6% 164,525 4,389 2.7%

1,959 46 2.3% 163,175 3,786 2.3%

2,039 33 1.6% 173,558 4,053 2.3%

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

鳥取県

全　国

0.0%

59.6% 35.2% 5.2%

令和4年

令和5年

令和5年
90.6% 9.4%

令和4年
63.7% 31.8% 4.5%

56.2% 36.7% 7.1%

令和２年
54.8% 41.9% 3.2%

55.9% 38.6% 5.5%

0.0%

平成30年
90.5% 9.5% 0.0%

47.3% 48.2% 4.6%

41.8% 52.3%

平成31年
75.0% 21.9% 3.1%

52.4% 42.6% 5.0%

5.9%

平成２9年

平成２9年

平成２9年
28.5% 71.4%

平成２8年
25.0% 33.3% 41.7%

39.4% 51.7% 8.9%

最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果推移表（鳥取県・全国）

１　法違反の状況

鳥取県 全国

平成２7年

平成２8年

平成２7年

３　違反事業場の認識状況

適用される最低賃金を知って
いる

平成３1年

全国

平成３1年

平成30年

令和２年

令和5年

令和6年

２　最低賃金未満労働者の状況

鳥取県

平成２8年

平成30年

金額は知らないが最低賃金が
適用されることは知っている

最低賃金が適用されることを
知らなかった

令和２年

令和4年

令和6年

平成２7年
30.0% 50.0% 20.0%

40.1% 52.2% 7.6%

0.0%

53.0% 41.0% 6.0%

令和3年

令和3年

令和3年
81.3% 18.8%

令和6年
90.2% 8.6% 1.1%

61.9% 32.2% 5.9%
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令和６年度鳥取地方最低賃金審議会委員による事業場視察について 

 

１ 実地視察先等 

日  時  令和６年６月２４日（月）１４時～ 

視察先   株式会社丸由（代表取締役 岡 周一） 

       （所在地）  鳥取市今町２－１５１ 

       （業務内容） 各種商品小売業 

       （労働者数） １１１名（正規職員３５名、非正規職員７６名） 

視察者  公益委員      ： 佐藤会長 

       労働者代表委員 ： 河村委員、北畑委員 

       使用者代表委員 ： 西村委員 

       事務局       ： 労働基準部長、賃金室長、賃金室長補佐 

 

２ 実地視察の概要 

(1) 株式会社丸由取締役店長田中秀明氏から事業内容等の説明 

当社は、昭和１２年の創業で、その後大丸百貨店を経て、平成３０年５月から

株式会社丸由となりました。店は、この１店舗以外に空港売店があります。 

従業員数は、男性２９名、女性８２名の合計１１１名ですが、店内の他の会社

の従業員を含めると約４００～４５０名です。 

賃金の初任給は大卒１７６，０００円、短大卒１５６，７５０円、高卒１４８，５００円

です。 

従業員は週休２日制ですが、店は３６５日中、３６４日開いています。 

勤務時間は９時３０分からと１０時からの２交代制です。 

当店の従業員は高齢化が進んでいて、従業員が集まりにくい業種となってい

ます。 

接客業がメインで、他に企画業務、事務全般、ビル設備・電気設備の保守管

理業務等があります。 

売上高は、２０２３年８月期が３８．３億円で、売上げの約２割が利益となってい

ます。 

商品が売れなければ、多くの在庫が発生し、利益率は落ちて行きます。 

ＳＮＳ、ネット販売等百貨店も変わらなければいけない業種となっており、知恵 

を絞りながらやっていかないといけません。 

無印良品、D＆Ｌ、ロフト等が入店し、若い人を呼込み、新陳代謝を活性化さ

せ、新しい百貨店をやっていかなければなりませんが、上記の店が入店しても、

お客さまが数万円の服を買うとは限りませんので、皆が頑張っている状況です。 
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(2) 株式会社丸由 丸由百貨店内の視察概要（田中店長、森本コンプライアンス 

統括室長の説明） 

   上の階から視察する班と、下の階から視察する班の２班に分かれ、移動した。 

   ●店内の主な視察場所（写真掲載） 

    ・免税カウンター等 

      外国等のお客様が入店し、買い物をした際、ここで店員が対応していま 

す。 

    ・惣菜室 

      午前中に、惣菜を調理しています。 

    ・休憩室 

      店員は食事、休憩等をとっています。 

    ・総務・事務室 

      総務における事務処理を行っています。 

    ・電気機械設備管理室 

      店内建物の電機機械管理を行っています。 

    ・配達品置き場 

      お客様の商品を一時的に保管し、配送します。 

    ・用具置き場 

      脚立等の用具を置いています。 

    ・商品倉庫 

      商品を置いています。 

    ・産業廃棄物室 

      必要のなくなった電気製品等を置いています。 

 

(3) 意見交換 

  〇 安全衛生管理（ほかの従業員を含む）について 

・毎月１回、産業医が店内を回っていて、指摘事項があれば早急に改善を 

行い、例えば電気カバーがとれていればカバーを取付けたり、安全テープを 

貼ったり等を実施しています。また、コロナ期においては、各種施策を実施 

するにあたり、店の他の事業場とは勉強及び協議を行い、ルールの一本化、 

すり合わせ等を行い徹底しました。 

 

〇 新卒の採用状況について 

・３年前から３名程度採用し、昨年は４名で高卒１名、四大卒１名、出向２名 

です。また、説明会等で、この賃金ですか、土・日曜日は休みでないといけ 
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ないと言われることがあり、また交替勤務は敬遠されることがあります。 

   

○ 最低賃金引上げに伴う支援、援助金制度の活用状況について 

・社会保険労務士と相談し、活用しているものもあります。コロナ期の支援金 

 においては、その基準を満たすために店舗のチェック、掃除等出来ないと判 

 断し、申請しなかったものもあります。 

 

⦿ その他 

     ・ 従業員の平均年齢は約４７～４８才です。 

      再雇用制度を採用していますが、募集しても人が来ないので、再雇用者は

多いです。また、正社員は減少し、パート・アルバイトは増加しています。 

     ・売上げは２０１８年と比較し、約１０億円落ちています。 

      売上げに対して、人件費は約８％で、５年前から変化はありません。 

      最低賃金を今の時給９００円から５０円上げるシュミレーションすると人件費が

年間約５００万円の負担になるだろうと考えていますが、５００万円では止まら

ないだろうと推測します。 

      また、電気代等の光熱費は月々約８０万円負担となり、年間では約９６０万円

の負担となるだろうと考えています。そのため、売上げを年間約１，５００万円

増やさないといけないだろうと考えています。 

 

 

 

 

 

  店内視察時の状況 

会議室                     免税カウンター等 
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   惣菜室                     休憩室 

   

 

  

 

 

 

 

 

   総務・事務室                  電気機械設備管理室 

   

  

 配達品置き場                  用具置き場 

 

 

 

  商品倉庫                      産業廃棄物室 

 

 

 

 

  商品倉庫                     産業廃棄物室 
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鳥取県最低賃金の改正審議に資するための書面による意見聴取実施要領（案） 

 

１ 目的 

   令和６年度鳥取地方最低賃金審議会における鳥取県最低賃金の改正審議に際して、

関係労働者及び関係使用者の意見を反映させるため、次の基準により選定した使用者

及びその労働者から最低賃金制度に関する意見を書面により収集する。 

２ 書面による意見聴取対象者の選定基準等 

   書面意見聴取の対象は、今年度の最低賃金に関する基礎調査（以下「基礎調査」と

いう。）から１１２事業所、一般乗用旅客自動車運送業（以下「タクシー業」という。）

から１２事業所の計１２４事業所とし、対象事業所の事業主（使用者）とその事業所

で最も低い賃金が支払われている労働者（タクシー業については、タクシー運転者と

する。）１名の計２４８名を対象とする。 

   選定基準は、基礎調査の有効回答事業所の中から地域別最低賃金が適用される７業

種（新聞業、出版業以外）について、事業所規模１０人未満、１０人以上２９人以下

の２区分で、４市から各１事業所、全郡部で４事業所の１１２事業所とするが、業種

規模、業種区分、所在地区で選定ができない階層については、他階層から補填して依

頼事業所数を確保することとする。 

   タクシー業については、県内４市で計８事業所、全郡部で計４事業所を対象とする。 

３ 実施時期 

   ７月中旬 

４ 実施方法 

   書面の郵送による 

５ 意見聴取の項目 

   別紙「最低賃金に関する意見書（使用者用）」及び「最低賃金に関する意見書（労

働者用）」のとおり。 

６ 取りまとめ及び結果の報告 

   賃金室において取りまとめ、鳥取県最低賃金審議会専門部会に結果を提出する。 
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別添 

（意見聴取対象業種） 
      

（基礎調査対象業種） 

E 製造業 食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、 

木材・木製品製造業（家具を除く）、家具・装備品製

造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷・同関連産

業, 鉄鋼業、非鉄金属製造業、業務用機械器具製造業、

輸送用機械器具製造業、金属製品製造業、はん用機械

器具製造業、生産用機械器具製造業、電気計測器製造

業、上記以外の地域最賃適用製造業 

 

I  卸売業，小売業 卸売業、小売業 

L 学術研究，専門・技術サービ

ス業 

学術・開発研究機関、専門サービス業、広告業、技術

サービス業 

M 宿泊業，飲食サービス業 宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業 

N 生活関連サービス業，娯楽業 
洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービ

ス業、娯楽業 

P 医療, 福祉 医療業、保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事業 

R サービス業（他に分類されな

いもの） 

廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、労働者

派遣業、上記以外のサービス業 

  

（基礎調査対象以外の業種）  

H 運輸業，郵便業のうち一般乗

用旅客自動車運送業 
一般乗用旅客自動車運送業 
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（案） 
 

 

鳥労基発  第 号の  

令 和 ６ 年 ７ 月  日 

 

関係事業所 代表者 様 

 

鳥取労働局労働基準部長 

 

 

鳥取県最低賃金の改正に係る意見聴取の実施について 

 

 時下、ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。 

 本年６月の「最低賃金に関する実態調査」につきましては、御協力をいただきあ

りがとうございました。 

 さて、本年度も鳥取労働局長から鳥取地方最低賃金審議会会長に対して「鳥取県

最低賃金」の改正諮問が行われ、この審議会に関係労使の意見を反映させるために、

関係事業主（使用者）と労働者から最低賃金制度に関する意見を広く募ることとい

たしました。 

 つきましては、使用者である貴殿の御意見と貴事業所の労働者の御意見をいただ

きたいと存じますので、業務御多用のところ誠に恐縮でございますが、別添「鳥取

県最低賃金に関する意見書（使用者用）」により貴殿の御意見を記入していただく

とともに、「鳥取県最低賃金」の適用を受ける労働者の中で、１時間単価の賃金が

最も低い労働者１名（タクシー業の場合、運転手）の方に同封の「鳥取県最低賃金

に関する意見書（労働者用）」の配付をお願いいたしたく、御理解の上、御協力い

ただきますようよろしくお願い申し上げます。 

 なお、御協力いただいた意見書につきましては、上記調査審議のみに活用させて

いただき、貴事業所の名称等は一切公表いたしません。 

 おって、貴殿に記入していただいた意見書は、同封の返信用封筒により 

７月１７日（水）必着で返送願います。 

また、労働者に配付していただいた労働者用意見書の封筒には返信用封筒を同封

していますので、配付された労働者には意見書に記入の上、自身で封をし、 

７月１７日（水）必着で、直接投函するように御説明いただきますようお願いいた

します。 

さらに、対象となった労働者の方には、「賃金が最も低い。」という選ばれた理由

については伏せていただきますようお願いいたします。 

 
【問い合わせ先】  

 鳥取労働局 労働基準部 賃金室   担当：市村・久保田 

電話  ０８５７－２９－１７０５  
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（案） 
鳥労基発  第 号の  

令 和 ６ 年 ７ 月  日 

 
 
関係事業所 労働者 様  
 
 

 鳥取労働局労働基準部長 
 
 

鳥取県最低賃金の改正に係る意見聴取の実施について 
 
 時下、ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、本年度も鳥取労働局長から鳥取地方最低賃金審議会会長に対して「鳥取県

最低賃金」の改正諮問が行われ、この審議会に関係労使の意見を反映させるために、

関係事業主（使用者）と労働者から最低賃金制度に関する意見を広く募ることとい

たしました。 
 この意見書は、鳥取県の最低賃金額をどうするのかを審議するための重要な資料

となりますので、御多用のところ誠に恐縮でございますが、貴殿の御意見をいただ

きたいので、別添「鳥取県最低賃金に関する意見書（労働者用）」に御意見等を記入

いただきますよう、御理解の上御協力をお願い申し上げます。 
 なお、御協力いただいた意見書の記載内容につきましては、調査審議についての

み活用させていただき、事業所、個人が特定されるものは一切公表いたしませんの

で、率直なご意見を御記入願います。 
 おって、記入していただいた意見書は、事業主へ返すことなく、同封の返信用封

筒（切手の貼付は不要です。）により貴殿自らが封をしていただき 
７月１７日（水）必着で投函していただきますよう、併せてお願いいたします。 

 
 

【問い合わせ先】  

 鳥取労働局 労働基準部 賃金室   担当：市村・久保田 
電話  ０８５７－２９－１７０５  
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令和４年 令和５年

 □賃上げ  □賃上げ

 □賃下げ  □賃下げ

 □改定なし  □改定なし

　　 　　　　％ 　　 　　　　％

賃

金

の

改

定

状

況

問３

問４

令和３年

　　 　　　　％

②　①で賃上げを実施した（する）うえで、重視した（する）ものは何ですか？（複数選択可）
　□労働力の定着・確保　　　□原材料費・エネルギー費等の価格転嫁状況　　　□収益の増加
　□従業員の生活支援　　□同業他社の賃金動向　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

③　①で賃金改定を行わない、又は賃下げを実施した（する）うえで、重視した（する）ものは何です
か？（複数選択可）
　□原材料費・エネルギー費等の価格転嫁状況　　　□手元資金の確保　　　□収益の減少
　□人件費・労務費等の増加　　 □同業他社の賃金動向　 　□その他（　　　　　　 　　　　　　）

② 改定率はいかがでしたか？（注２）

問５

問６

経
　
　
営
　
　
の
　
　
状
　
　
況

問１

問２

□発注していない

(その理由）

今年の上半期（令和６年1月～6
月期）の業況は、昨年の下半期
（令和５年7月～12月期）と比
較していかがだったでしょうか？

(その理由）

※製造業の方のみ回答願います
①貴社から下請け事業者（協力
会社含む）への業務の発注を
行っていますか？

□発注している

（　□上　昇　／　□下　降　／　□変わらない　）

今年の下半期（令和６年7月～
12月期）の業況の見通しは、今
年の上半期（令和６年1月～6月
期）と比較していかがでしょう
か？

（　□上　昇　／　□下　降　／　□変わらない　）

③ ①で「受注している」と回答
した方への質問です。過去5年間
で、受注条件に変更がありました
か？

□変更なし

□変更あり　→　変更時期：  　　年　 　　月頃

  （変更のあった内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

②①で「受注している」と回答し
た方への質問です。 昨年の6月
以降、受注単価に変動がありまし
たか？

□変動なし

□変動あり→（　□上がった　        ％  ／  □下がった　        ％　）

③①で「発注している」と回答し
た方への質問です。過去5年間
で、取引条件に変更がありました
か？

②①で「発注している」と回答し
た方への質問です。 昨年の6月
以降、発注単価に変動がありまし
たか？

※製造業の方のみ回答願います
①他の業者から、下請け、協力
会社としての受注を受けていま
すか？

□受注している

□受注していない

□変動なし

□変動あり→（　□上がった　        ％  ／  □下がった　        ％　）

  （変更した内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□変更なし

□変更した　→　変更時期：  　　年　 　　月頃

時期は　　  　月に
（ □賃上げ ／ □賃下げ ）する予定

　　　　　改定率は、　　　　　　％

① 令和３年から令和５年までの３年間の
賃金改定状況はいかがでしたか？

①今年、６月末までに賃金改定を
　行いましたか？
　（注1）

□はい
時期は 　　　月に
　　　　　　　（ □賃上げ ／ □賃下げ ）した

 □改定なし

 □賃下げ

 □賃上げ

□予定していない

　　　　　　　　　改定率は、　　　　　　％ （注2）

□いいえ

□今後予定して
　いる

記入者の
所属部署
・係等

労働者数
 　　　　 名　 　内、パート労働者 　　　 名
　
　　　　　　　　　　    　派遣労働者 　　　 名

鳥取県最低賃金に関する意見書（使用者用）（案）
令和６年7月

事業所の
名　　称

所 在 地 　　
電話（　　　　　　　　　　　　　　）
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　◇同封のリーフレットを参考としてください。

　◇ 記入に際しての問い合わせ先　　

問１１

 使用者の立場で、現在の「鳥取県最低賃金」についてのご意見を記入してください。
（事業主の方の生の声をお聞きするためですので、問７、問８でお答えいただいた理由など、出来るだけ
記入をお願いします。）

② 完全歩合給で最低保障額を定めている場合、その定めを明文化していますか。
　（　□している　／　□していない　）

この問いはタクシー事業者のみお答えください。

問９

問１０

 最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援策として
「業務改善助成金」、また、非正規雇用労働者のキャリアアップへの支援策として
「キャリアアップ助成金」等があることをご存知ですか？

　　　□知っており活用した
　　　□知っていたが活用しなかった
　　　□知らなかった

（注1）「賃金の改定」とは定期昇給・ベースアップ・賃金カット等の名称の如何を問わず、全部又は大部分の常用

　　　　労働者の所定内賃金額を引き上げ、又は引き下げることをいいます。

（注２） 賃金改定率は、改定を行った対象労働者一人当たりの１時間平均所定内賃金額の改定状況を小数点第１位

              まで（第２位以下四捨五入）記入してください。

　
　　※この意見書は、鳥取地方最低賃金審議会における審議に関係使用者の意見として使用するものです。
　　この目的以外には使用いたしませんので、率直な意見を記載してください。企業名等一切公表しません。

　鳥取労働局労働基準部賃金室
　　〒680-8522　鳥取市富安２丁目８９－９
　　　　　　TEL ０８５７－（２９）－１７０５

問７

① 「鳥取県最低賃金」が定められていることをご存知ですか?
　（　□知っていた　／　□知らなかった　）
           　　 ↓
　○どこでお知りになりましたか？（複数回答可）
　　 □テレビ  　□ラジオ  　□新聞  　□市町村広報誌  　□ポスター  　□インターネットHP
　　 □所属する団体等の会報誌  　□会合  　□その他（　　　　　　　　　　　　　　 　　）

 鳥取県最低賃金は、令和５年10月５日から、１時間当たり900円となっています。
 鳥取県最低賃金を改定すべきだと思いますか。
 また、改定する場合の適当な額はいくらだと思われますか？

　（　□改定するべき　１時間当たり　　　　　　　　円　　／　　□改定する必要はない　 ）

問８

① タクシー運転手の基本給の賃金形態は、主としてどれですか
　（　□固定給のみ　／　□固定給 ＋ 歩合給　／　□完全歩合給　）

② 「鳥取県最低賃金」の金額をご存知ですか？
　（　□知っていた  ／　□知らなかった　）
　　　　　　↓
　○どこでお知りになりましたか？（複数回答可）
　　 □テレビ 　 □ラジオ　  □新聞  　□市町村広報誌 　 □ポスター 　 □インターネットHP
　　 □所属する団体等の会報誌　  □会合　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

最

低

賃

金

に

関

す

る

事

項

問９へ
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性別 年齢
家計主体者で
すか(注１)

勤続
年数

就業形態(注３)

□男 □はい 年 □一般労働者

□女 □いいえ 月 □短時間労働者

→ １時間当たり

→ １日当たり

→ １か月当たり

→ １か月当たり

　（　　　　　時間　　　　　分）

　（　　　　　．　　　日）

あ な た が
勤務している
事業所の名称

所在地

　

　鳥取県最低賃金に関する意見書（労働者用）（案）

※この意見書は、鳥取地方最低賃金審議会における審議に関係労働者の意見として使用するものです。
　個人や企業が特定されるものは一切公表いたしませんので率直な意見を記載して下さい。
　なお、令和６年６月分について回答ください。

令和６年7月

あ な た の

雇用形態
(注２)

主な仕事の内容

あ
な
た
の
賃
金
に
関
す
る
事
項

問１
昨年の６月以降に基本給の改定がありましたか？　　　　　

問４
タクシー運転
者の方のみお
答え下さい。

①タクシー運転手の基本給の賃金形態は主としてどれですか？
　（ 　□固定給のみ 　/　□固定給＋歩合給 　/　□完全歩合給　　 ）

②歩合給の場合、最低保障額の定めがありますか？（ □ある　/　□ない ）

③歩合給制で固定額（最低保障額）が定まっている場合、その金額はいくら
　ですか？　　　　　　　　（　　　　　　　　　　円）

歳
□正規労働者

□非正規労働者

　　（　□引上げがあった　/　□引下げがあった　/　□無かった　）

問２

賃金単価は、次のいずれの方法で決定されていますか？
また、基本給額はいくらですか？　　令和６年６月分についてお答え下さい

※該当するいずれかの箇所に✔をつけ基本給額を記入して下さい　

□時間給（１時間を単位） （　　　　　　　　円）

□日給　（１日を単位） （　　　　　　　　円）

□月給　（1か月を単位） （　　　　　　　　円）

□歩合給等 （　　　　　　　　円）

問３

①　問２で「日給」「月給」「歩合給等」に✔をつけた方のみお答え下さい

1日の所定労働時間数（注４）は何時間ですか？

②　問２で「月給」「歩合給等」に✔をつけた方のみお答え下さい

６月分の所定労働日数（注５）は何日ですか？

最
低
賃
金
に
関
す
る
事
項

問５

①「鳥取県最低賃金」が定められていることをご存知ですか?

　　　（□知っていた　/　□知らなかった　）
 
　
　○どこでお知りになりましたか？　（複数回答可）

　　 □テレビ　  □ラジオ　  □新聞　  □市町村広報誌 　 □ポスター 　 □インターネットＨＰ
　　 □所属する団体等の会報誌　  □会合
　　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

②「鳥取県最低賃金」の金額をご存知ですか？

　　　（□知っていた  /　□ 知らなかった　）
　

　○どこでお知りになりましたか？　（複数回答可）

　　 □テレビ  　□ラジオ 　 □新聞 　 □市町村広報誌  　□ポスター  　□インターネットＨＰ
　　 □所属する団体等の会報誌 　 □会合
　　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

問6へ

問6へ
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鳥取県最低賃金は、令和５年１０月５日から１時間当たり９００円となっています。
今年、鳥取県最低賃金の改定についてどう思われますか。

　　　（　□改定するべき　/　□改定する必要はない　）　　最
低
賃
金
に

関
す
る
事
項

問６

問７

(注３)「短時間労働者」とは、事業所の一般の労働者と比べて１日の所定労働時間又は１週間の所定
　　　労働日数が少ない場合で、おおむね、事業所の一般の労働者と比較して１週間の所定労働時間
　　　数が４分の３以下等の場合が該当します。

問６で「改定するべき」と回答いただいた方へお尋ねします。
今回改定するとしたら、いくらが妥当だと思いますか。
　　※あなた自身としての単価ではなく、「鳥取県最低賃金」として妥当だと思う金額を記入
　　　してください。

　　　１時間当たり　　　　　　　　円

問８

問６と問７でお答えいただいた理由など、労働者の立場で現在の鳥取県最低賃金についての
ご意見を記入ください。
（労働者の方の生の声をお聞きするためですので、出来るだけ記入をお願いいたします。）

(注１)「家計主体者」欄は、主にあなたの収入で家族（単身世帯を含みます。）を養っている場合（あな
　　　たの収入が家計の収入のおおむね半分以上である場合）は「はい」に、あなた以外の方が主に家
　　　族を養っている場合には「いいえ」を〇で囲んでください。

(注２)「非正規労働者」とは、一般的には派遣、パート、アルバイト、期間工などをいいます。

(注４)「所定労働時間数」とは、所定の始業時刻から終業時刻までの時間のうち、休憩時間を除いた労働
　　　時間数です。

(注５)「所定労働日数」とは、今年６月分（５月の賃金締切日の翌日から６月賃金締切日まで）から休日
　　　と決まった日を除いた労働日数です。
　　　なお、通常の労働日の半分の所定労働時間の労働日は０．５日と計算してください。

　※　同封のリーフレットを参考にしてください。
　※　ご回答いただいた本意見書は同封の返信用封筒により直接、鳥取労働局賃金室まで返送して
　　　ください。

　◇　記入に際しての問い合わせ先

　　　　　鳥取労働局労働基準部賃金室
　　　　　〒680-8522　鳥取市富安2丁目89-9
　　　　　　　　ＴＥＬ　０８５７－２９－１７０５

問8へ
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